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三菱商事

概要

Mitsubishi Corporation

三菱商事は、世界約90の国・地域に広がる当社の拠点

と約1,700の連結事業会社と協働しながらビジネスを

展開しています。

天然ガス、総合素材、石油・化学ソリューション、金属資

源、産業インフラ、自動車・モビリティ、食品産業、コン

シューマー産業、電力ソリューション、複合都市開発の

10グループに産業DX部門を加えた体制で、幅広い産

業を事業領域としており、貿易のみならず、パートナー

と共に、世界中の現場で開発や生産・製造などの役割も

自ら担っています。

これからも私たちは、常に公明正大で品格のある行動

を信条に、豊かな社会の実現に貢献することを目指し、

さらなる成長に向けて全力で取り組んでいきます。
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「三綱領」は、三菱第四代社長岩崎小彌太の訓諭をもと

に、1934年に旧三菱商事の行動指針として制定されました。

旧三菱商事は1947年に解散しましたが、三菱商事におい

てもこの三綱領は企業理念となり、その精神は役職員の

心の中に息づいています。また三綱領は、三菱グループに

おいても経営の根本理念となっています。さまざまな分野

で活躍する三菱グループ各社は、同じ伝統と理念を共有

するもの同士として、切磋琢磨を続けています。

事業を通じ、物心共に豊かな社会の実
現に努力すると同時に、かけがえのな
い地球環境の維持にも貢献する。

所期奉公
しょ き ほう こう

公明正大で品格のある行動を旨とし、
活動の公開性、透明性を堅持する。

処事光明
しょ じ こう めい

全世界的、宇宙的視野に立脚した 
事業展開を図る。

立業貿易
りつ ぎょう ぼう えき

（2001年1月、三菱グループ各社で構成される三菱金曜会にて申し合わされた現代解釈）

企業理念 ̶ 三綱領

設立～1970年代 2000年代 2020年代

2010年代1980～1990年代

沿革

1954年 総合商社・三菱商事が新発足、東京・大阪両証券取引所に
株式上場。

1967年 三菱商事初となる経営計画を発表。

1968年 初の大型投資となるブルネイでのLNG開発事業へ投資決定。

1971年 英文社名を“Mitsubishi Corporation”とする。

1986年 経営計画「K-PLAN」発表。社内売上高より収益重視の方針
を徹底。

1992年 ｢健全なグローバル・エンタプライズ」を目標とする経営方針
を発表。連結重視と資産の優良化を進めるとともに、
組織・人材のグローバル化を強化。

1998年 経営計画「MC2000」を発表。事業の選択と集中、戦略分野
の強化、顧客志向を重視し、足場固めに着手。

2010年 ｢中期経営計画2012」を発表。収益モデルの多様化を踏ま
えたマネジメントシステムや経営インフラを整備。

2016年 ｢中期経営戦略2018」を発表。企業像として「創意工夫に
より新たなビジネスモデルを構築し、自らの意思で社会に
役立つ事業価値を追求していくことで、経営能力の高い人材
が育つ会社」を掲げた。

2018年 ｢中期経営戦略2021」を発表。

2001年 ｢新たな価値創造への挑戦」を掲げる経営計画「MC2003」
を発表。バリューチェーンの拡大・収益力強化に加え、
新規事業の創出を重視。

2004年 ｢INNOVATION 2007」を発表。ビジョンとして「新・産業
イノベーター」を掲げ、将来の戦略分野に対応するためにR&D
活動を加速する仕組みを導入。

2021年 ｢カーボンニュートラル社会へのロードマップ」を策定。

2022年 ｢中期経営戦略2024 MC Shared Value（共創価値）
の創出」を発表。三菱商事グループの総合力強化による
社会課題の解決を通じ、スケールのある共創価値を継続
的に生み出すことを目標に掲げた。
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（2022年4月1日現在）

国内
札幌
仙台
名古屋
富山
大阪
高松
広島
福岡
那覇

北米
ニューヨーク
シアトル
シリコンバレー
ロスアンゼルス
ヒューストン
ワシントン
ボストン
バンクーバー
トロント

メキシコシティ

中南米
パナマシティー
キト
リマ
ボゴダ
サンティアゴ
カラカス
ブエノスアイレス
サンパウロ
リオデジャネイロ

欧州
ロンドン
マドリード
パリ
アムステルダム
デュッセルドルフ
ミラノ
オスロ

プラハ
ストックホルム
ワルシャワ
ベオグラード
アテネ
モスクワ
ウラジオストク
キーウ
アルマトゥイ
イスタンブール
アンカラ
アシガバット
タシケント
テルアビブ

アフリカ
ヨハネスブルグ
ダカール
カサブランカ
アビジャン
アルジェ

ラゴス
チュニス
ナイロビ
アディスアベバ
ダルエスサラーム

中東
ドゥバイ
カイロ
アンマン
リヤード
アル・コバル
バスラ
ドーハ
アブダビ
マスカット
クエート
テヘラン

東アジア
ウランバートル

北京
広州
深圳
武漢
厦門
青島
上海
大連
成都
香港
台北
ソウル

アジア
カラチ
イスラマバード
ラホール
ニューデリー
ムンバイ
コルカタ
チェンナイ

バンガロール
コロンボ
ダッカ
ヤンゴン
ネピドー
バンコク
クアラルンプール
シンガポール
プノンペン
ハノイ
ホーチミン
ジャカルタ
バンダル・スリ・ブガワン
マニラ

大洋州
メルボルン
シドニー
パース
オークランド

　三菱商事グループを取り巻く国内外の環境は、地政学
リスクの高まりや国際社会・市場のボーダレス化の一層
の進展など、大きく変化しています。
　複雑かつ変化のスピードが速い外部環境への対応、ま
た、事業経営へのシフトを加速するべく、世界約90の国・
地域に広がる拠点と約1,700の連結事業会社から構成
されるグローバル・ネットワークを活用しながら、事業に直
結する活きた情報を収集・発信し、三菱商事グループの
成長やリスク管理に資するように活用する他、新たな事
業機会や成長の芽の発掘につなげていきます。

　また、三菱商事は長年世界中の顧客・パートナーと共
に、当社のみでは成し得ないさまざまな事業の創出を通
して、社会や経済の発展に貢献してきました。この良好
な関係は過去・現在・未来に引き継がれる当社の掛け替
えのない資産として日々蓄積されています。
　このように、グローバル・ネットワークの質的な深化を
図るとともに、世界中の顧客・パートナーとの良好な関係
も含めた総合力を最大限に活用して、三菱商事グループ
としての事業価値向上を目指していきます。

全社拠点所在都市

三菱商事では拠点・事業会社・本店が効果的な役割分担を通じ、常に連携しながら、変化
への対応力を高め、次なる大きな成長を生み出すためのネットワークを構築しています。

グローバルネットワーク（国・地域）
Global Network (Countries and Regions)

北　米
全社拠点数 14カ所
連結対象会社 629社

中 南 米
全社拠点数 9カ所
連結対象会社 88社
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本店

中　東
全社拠点数 13カ所
連結対象会社 6社

欧　州

アフリカ

全社拠点数 22カ所
連結対象会社 335社

全社拠点数 10カ所
連結対象会社 3社

アジ ア
全社拠点数 24カ所
連結対象会社 173社

大 洋 州
全社拠点数 4カ所
連結対象会社 23社

東 アジ ア
全社拠点数 16カ所
連結対象会社 73社

国　内
全社拠点数 9カ所
連結対象会社 307社

本店：東京
国内全社拠点：9カ所 
海外全社拠点：112カ所
※ 全社拠点（三菱商事の支店・事務所・駐在事務所、現
地法人等）の所在都市にマークしています

※拠点は全社拠点、分室、プロジェクト事務所の総称
です

※2022年3月31日現在。子会社が連結経理処理している
関係会社、および連結経理処理している三菱商事の
現地法人を含めています

※地図上では、三菱商事の現地法人は全社拠点に含め
てカウントしています

連結対象会社数：1,674社
（連結子会社1,238社、持分法適用会社436社）
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組織体制 Organizational Structure （2022年7月1日現在）

総合素材グループ
CEOオフィス

総合素材・石油・
化学ソリューション
管理部

建設資材事業部

窯業原料事業部

機能材本部

鉄鋼製品本部

総合素材
グループ

石油・化学ソリュー 
ショングループ
CEOオフィス

総合素材・石油・
化学ソリューション
管理部

次世代燃料・石油
事業本部

環境素材・化学事
業本部

グローバルマーケ
ティング本部

石油・化学 
ソリューション
グループ

金属資源グループ
CEOオフィス

天然ガス・金属資源
管理部

金属資源本部

金属資源
トレーディング本部

金属資源
グループ

産業インフラ
グループ
CEOオフィス

産業インフラ管理部

プラント
エンジニアリング本部

産業機械本部

船舶・宇宙航空機
本部

産業インフラ
グループ

コンシューマー
産業グループ
CEOオフィス
コンシューマー
産業管理部
タイヤ部
リテイル本部
アパレル・S.P.A.
本部
ヘルスケア本部
食品流通・物流
本部

コンシューマー産業
グループ

自動車・モビリティ
グループ
CEOオフィス

自動車・モビリティ
管理部

自動車事業本部

いすゞ 事業本部

モビリティ事業
本部

自動車・モビリティ
グループ

電力ソリューション
グループ
CEOオフィス

電力ソリューション
管理部

海外電力本部

エネルギー 
サービス本部

ユーティリティー 
リテイル本部

電力ソリューション
グループ

食品産業グループ
CEOオフィス
食品産業管理部
畜産酪農部
食品化学本部
食糧本部
農水産本部
グローバル食品
本部

食品産業
グループ

複合都市開発
グループ
CEOオフィス

複合都市開発
管理部

都市インフラ本部

都市開発本部

アセットファイナンス
本部

複合都市開発
グループ

天然ガスグループ
CEOオフィス

天然ガス・金属資源
管理部

アジア・パシフィック
本部

北米本部

LNG開発・販売
本部

天然ガス
グループ

経営企画部監査部

事業投資総括部
ITサービス部
広報部
人事部
サステナビリティ・CSR部

総務部
法務部
地域戦略部
調査部
グローバルリスク総括部

主計部
財務部
財務開発部
IR部

コーポレートスタッフ部門

デジタル事業部
インダストリーDX部
電力・地域コミュニティDX部
サービスDX部

産業DX部門

株主総会

チーフ・
コンプライアンス・
オフィサー

緊急危機対策
本部長

社長 社長室会

監査役室

監 査 役 監査役会

ガバナンス・
指名・

報酬委員会

取締役会

国際諮問
委員会

※本店の組織体制です。

事業戦略会議
経営戦略会議
グローバル 
インテリジェンス委員会
投融資委員会

HRD委員会
デジタル戦略委員会
コンプライアンス委員会
サステナビリティ・CSR委員会
開示委員会

EXタスク 
フォース
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温室効果ガス（GHG）
排出量の削減目標

2050年GHG排出ネットゼロを前提とし、新たな

2030年度中間目標と具体的な削減計画を策定

しました。火力資産のダイベストメントを中心とし

たポートフォリオの入れ替えなどにより、2030

年度までに排出量の半減を目指します。

2,530万トン

ポートフォリオ入れ替え

産業構造変革への挑戦

新技術・イノベーションの活用

半減

※1

● 火力発電資産などのダイベストメント

再エネ調達
● 鉱山や生産プラント・物流網への再エネ導入

省エネ・DX効果
● 省エネ支援システム・VPP（仮想発電所）導入
● サプライチェーン最適化

燃料転換など
● 既存火力資産への水素・アンモニア混焼

●Scope3については、上記※1記載の関連会社分の取り扱いも含め特に排出の大きなカテゴリーの適切な排出量管理・開示の在り方を、今後の国際的な議論の状況も踏まえて検討。
●GHG排出量削減目標に係る削減計画や施策は、技術発展・経済性・政策/制度支援などの進捗に応じて柔軟に変更。

温室効果ガス排出量削減目標

2030年度半減（2020年度比）

温室効果ガス排出量削減目標

2050年ネットゼロ

2020（基準年度） 2030目標 2050目標

※3

※2

ネットゼロ

※1 上記数値は出資比率基準によるScope1/2排出量を示したものであり、関連会社のScope1/2排出量の当社出資持分相当分を含む（算出方法の詳細はhttps://mitsubishicorp.disclosure.site/ja/themes/113#917参照）。 
※2 Scope2のマーケットベースの数値など、これまで特に関連会社で十分に把握できていなかったデータが最も精度高く得られる2020年度を新たに基準年度としたもの。数値は現在精査中で、微修正の可能性もある。  
※3 削減努力を進めた上で、なお残存する排出量については、炭素除去を含めた国際的に認められる方法でオフセットを行う前提。

あらゆる手段を最大限活用し、再エネ調達や燃料転換を含めた
オペレーション上の削減や資産の入れ替えを進め、パリ協定と整合
した水準の総量削減を目指す。

総合力を活かして産業変革を促すとともに、新技術・
イノベーションを積極的に活用することで、パリ協定の
目標達成・2050年ネットゼロを目指す。

カーボンニュートラル社会へのロードマップ

2030年度半減・2050年ネットゼロ

2兆円規模のEX関連投資

EX・DX一体推進による「新たな未来創造」

温室効果ガス削減目標

2030年度までに

Roadmap to a Carbon Neutral Society （2021年10月発表）

（2020年度比）

（エネルギー・トランスフォーメーション）

POINT

1

POINT

2

POINT

3

世界が直面する気候変動に対し、低・脱炭素化への取り組みは喫緊の課題です。三菱商事グループは、資源・エネルギーをはじめとするさまざまな事業に

携わってきた当事者として、天然ガスなどのエネルギーの安定供給責任を果たしつつ、カーボンニュートラル社会の実現に取り組んでまいります。
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三菱商事
ならではの
総合力

MC
Shared
Value
の創出

脱炭素社会

持続可能な社会と暮らし

社会課題
イノベーション

地域コミュニティとの共生

・
・
・

創業以来の企業理念である『三綱領』に常に立ち返り、全てのステークホルダーの要請に応えながら、

事業活動を通じて「経済価値」「社会価値」「環境価値」の同時実現を果たしていきます。

中期経営戦略2024 MC Shared Value（共創価値）の創出
Midterm Corporate Strategy 2024 – Creating MC Shared Value

（2022年5月発表）

https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/about/plan/

詳しくはこちら

中期経営戦略2024で目指すこと MC Shared Value（MCSV）とは：

三菱商事グループの総合力強化による社会課題の解決を通じて、継続的に生み出されるスケールのある共創価値
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累進配当

持続的な利益成長に応じて増配を行う累進配当

財務健全性、配当の安定成長、株主還元に対する市場期待の3つのバランスが取れた還元政策

価格要因を除いた利益の着実な成長

アップサイドの
取り込み

2022年度 2024年度

ROE 9.8% 3.2% 15.0％

2020年度 2021年度2019年度

2020年度 2021年度2019年度

※ 主な価格要因

 金属資源（原料炭、銅、鉄鉱石）
 天然ガス（原油、ガス、LNG）

下方耐性強化

●30～40％程度の
　総還元性向を
　目処とした株主還元

●自社株買いは財務規律の
　下で機動的に実施

6,500億円

業績見通し
8,500億円

8,000億円

24年度価格前提※
に補正後

2022年度

二桁水準

2024年度

既存案件
循環型成長

仕掛案件・
新規投資

+900億円

+600億円

1株当たり配当（円）

連結純利益（億円）

定量目標

株主還元

自社株買い
700億円

134 150 150132

1,726 9,3755,354

定量目標・株主還元 価格要因を除いた利益の着実な成長を果たし、累進配当と機動的な自社株買いによる株主還元を実現します。

財務規律に基づくキャッシュ・フロー管理を通じ、将来の成長に向けた投資を実行し事業ポートフォリオを変革します。
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2030年度

EX関連投資を加速

2022～2024年度の投資計画

事業ポートフォリオ 2021年度 2024年度

●EX関連事業ポートフォリオを、
3割（2021年度末）から
4割程度（2024年度末）に拡充

●将来的には5割程度に引き上げていく

（投融資残高 内訳）

収益基盤の維持・拡大
EX関連
DX・成長投資関連

・「カーボンニュートラル社会への
ロードマップ」で、2030年度までに
2兆円規模のEX関連投資を計画

・EX関連投資への加速を通じて、
ポートフォリオを強靭化し、脱炭素化と
エネルギー安定供給の両立を目指す

約1兆円

約1.2兆円

約0.8兆円

収益基盤の
　　維持・拡大

中経2024の主な投資対象投資規模分野

EX関連

DX・成長投資関連

原料炭 食料 自動車  等

再生可能エネルギー
電池材・ボーキサイト 等

次世代エネルギー
（水素・アンモニア・バイオ等）

サプライチェーン最適化 都市開発  等

銅 天然ガス

デジタルインフラ 都市運営

創出したキャッシュ・フローを
将来の成長に向けて

EX／DX・成長投資関連に配分

投資計画・事業ポートフォリオ 中経期間で3兆円規模の投資を計画。EX関連分野への投資を加速します。

同時に、収益基盤の維持・拡大とDX・成長投資関連分野への投資も着実に促進していきます。
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EXサービス Climate Journey Navigator、脱炭素コンサル、エネルギーマネジメント

再エネ事業・電化を支える金属資源・
エネルギーの低・脱炭素化への取り組み

EXソリューションの提供を通じ、
顧客ニーズに応えるサービス事業の拡大

山路を登りながら当社の接地面を活用し、シーズとニーズ
をつなぐことで消費者・地域社会に訴求

EXバリューチェーン全体を俯瞰し、
パートナーとともに、カーボンニュートラル社会
への移行・産業競争力向上に貢献

エネルギー・資源の安定供給と
社会・経済活動の脱炭素化両立
への挑戦

脱炭素ソリューションプロバイダーを目指して

再エネ、グリーン水素
銅、リチウム、ニッケル
天然ガス、ブルー水素・アンモニア
カーボンクレジット（創出）

EXリソース

グリーンスチール
カーボンニュートラル建材・素材

EXマテリアル

イノベーション
新技術の社会実装

次世代燃料
カーボンニュートラル製品
（ペットボトル・繊維等）
カーボンクレジット（供給）

EXプロダクト

多様な業界・顧客ニーズの把握希少性・地域性を有する
シーズへのアクセス

現状把握 目標設定 排出量の削減 カーボンオフセット ステークホルダー
エンゲージメント

競争力・開発力 ブランディング
・マーケティングパートナー・産業知見

中流 下流上流

地域社会

消費者

EX戦略
脱炭素ソリューションプロバイダー

EXリソース／マテリアル／プロダクトのシーズ・ニーズをつなぐことで、エネルギーセクター全体の低・脱炭素化を推進します。

また、EXサービスとして、産業や消費者・地域の排出量削減ニーズに寄り添うことで、ソリューションを提供していきます。

EXタスクフォースを設置の上、全社戦略を立案、実行に移していきます。
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事業知見を活かした産業横断型
DX機能の開発・提供を加速

DX機能をサービス事業として展開し、
産業全体の価値向上に貢献

山路を登りながら新規事業と最適サービスの提供による
豊かな地域社会の実現に貢献

産業・企業・コミュニティをつなぎ、
社会全体の生産性向上を実現し、
持続可能な価値創造に貢献

ビジネスモデルが最適化された

産業横断型デジタルエコシステム
を構築

「リアル」のニーズ事例 DX機能

AIによるLNG生産プロセスの最適化

複雑な素材サプライチェーン可視化による生産・物流最適化

サービスステーション利用者データと車両整備事業との連携

自動運転トラック導入による鉱山操業の最適化

ビル・施設の空調・照明・人流データ可視化による省エネ化

位置情報と連携した最適な地域交通サービスの提供

需要予測の高度化による食品生産・加工・販売の最適化

食品流通上のデータ連携による販売機会ロス・廃棄ロス削減

再エネの間歇性を補完する電力需給調整機能の精緻化

都市におけるデジタルデータ基盤の構築・高度化

DXサービス事業の展開 新規事業開発

DX機能の開発・提供による生産性向上を実現

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
化

…

生産計画最適化

AI

物流最適化

オペレーション最適化

自動・自律・遠隔操作

在庫最適化

スマートコントラクト

供給・需要予測

市場価格予測

顧客データ分析

IoT ブロック
チェーン

DX戦略
リアルとデジタルの融合

DX機能を横断的に展開し、多様な事業（リアル）のDXによる事業価値向上を推進します。

リアルとデジタルの融合による社会課題の解決を通じ、産業全体の発展と地域色豊かな未来社会の実現に貢献していきます。
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再エネを起点としたCN新産業創出

1

地域外への
展開

人が集う
コミュニティ

地域データ連携基盤

地域インフラ

地域生活圏

暮らしと健康地域のブランド化

地域経済圏

再エネ

洋上／陸上風力・水力・太陽光・地熱等、
自然エネルギー（地域資源）の活用

更なる雇用創出、労働人口増
域内GDPの増加

グリーンブランド
（CN先進都市）

エネルギー・ユーティリティー

モビリティ・インフラ

災害に強い街づくり

労働人口増

商業施設開発

地域の農水産品
ブランディング・
マーケティング

インバウンド／観光資源

観光振興

遠隔医療・ヘルスケア

安全・安心サービス

スポーツ・文化振興

行政サービスの電子化

【地域産業の課題】
脱炭素への取り組み／
自給率向上／新産業創出 等

【地域社会の課題】
既存産業の再強化／

就労人口の確保／少子化対策 等

CNボイラー／CN熱供給、等 CN建材／CN素材

CNペットボトル／CN繊維、等

CN自動車／燃料、等

分散型電源（再エネ）／エネルギーマネジメント（蓄電）

オンデマンド交通／EV、充電インフラ／蓄電

自治体／行政

自治体との連携／都市OS

再エネ×蓄電（地産地消）／エネルギー自給率向上

インフラ投資

建設／運用・保守人材育成
雇用増

グリーン水素

クリーン熱源 クリーンマテリアル

クリーンプロダクト

「地元で産み出し、消費する」 地域完結型サーキュラーエコノミー

便利で活気のある自立分散型コミュニティ

「地元に産業を創り、地元の活性化」を実現する次世代型の街づくり

次世代燃料
連携

グリーン電気

子育て支援

教育

EX・DX 一体推進による地域創生

  地域エネルギー資源の活用

2 CN新産業の創出

3 魅力ある街づくり

未来創造
新産業創出／地域創生

再エネ等の地域エネルギー資源の活用を起点とし、地域における新たなカーボンニュートラル（CN）産業の創出、

地域課題の解決を通じた魅力ある街づくりを テーマとして、パートナーや自治体とともに、社会・産業課題の解決に貢献していきます。

13



　産業DX部門は、「中期経営戦略2024」における成長戦略の柱の一つで
あるDX戦略を推進する役割を担っています。
　三菱商事グループは、幅広い産業知見とDX機能を活かし、産業・企業・コミュ
ニティをつなぎ、リアルとデジタルの融合による社会課題の解決を通じて、
産業全体の発展と地域色豊かな未来社会を実現することを目指しています。
　当部門は、DX機能を多様なビジネスに横断的に展開するとともに、蓄積
されたDX機能をサービス事業として提供し、事業価値の向上、社会全体の
生産性向上に貢献していきます。

産業DX部門
Industry DX Group

デジタル事業部

電力・地域コミュニティDX部

インダストリーDX部

サービスDX部

■デジタル事業チーム　■DX事業開発チーム　

デジタル事業部は、DX機能の提供を通じて三菱商事グループのDX推進を支援し、
成果につなげるとともに、DXイネイブラーとしての事業拡大を目指しています。また、
こうした取り組みを基盤に、新規事業開発・投資や産業全体の価値向上につながるDX
サービス事業を展開し、次世代技術の事業化や業界を超えた共創により、社会課題の
解決に寄与していきます。

■企画チーム　■サービス開発チーム　■地域コミュニティ共創チーム
■デジタルプラットフォームチーム

電力・地域コミュニティDX部は、三菱商事グループの持つ商材とネットワークを掛け合
わせた生活者向けリテイルサービスの開発・提供を推進しています。デジタルとリアルを
融合し、電力をはじめとした既存サービスと組み合わせることで、さらなる付加価値向上
を目指します。また、地域に根差したサービスの提供を通じて地域課題の解決と地域経
済の活性化を両立させる「自立分散型コミュニティ」の創生に向けて取り組んでいきます。

■ロジスティクスソリューションチーム　■モビリティソリューションチーム
■グローバルマーケティングチーム

インダストリーDX部は、産業・企業が抱えるオペレーション上の課題解決に資するソリュー
ションを開発し、プラットフォームとして提供していくことを目指します。そのために
必要な技術を有するパートナー企業の開拓・連携も推進するとともに、まずは、ロジス
ティクスとモビリティ分野を主要ターゲットに事業展開に注力します。

■フィンテック事業チーム　■サービス事業開発チーム

サービスDX部は、フィンテックを活用したビジネスモデルの構築をはじめ、自治体や
住民とのタッチポイントを活用した金融、不動産などのデジタルサービス開発を推進し
ています。三菱商事グループ内外と幅広く連携し、将来の柱となる事業の構想、実現を
目指します。
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三菱商事とNTTは、それぞれの強みである産業知見と
ICT技術を集約したDX新会社「インダストリー・ワン」を
2021年に設立しました。幅広いパートナー企業と連携
しながら、デジタル戦略立案などのDXの土台作りから、
先端技術を活用したシステム開発、デジタルビジネスの
創造までを一気通貫で支援し、三菱商事グループ企業
のみならず日本の産業界全体のDX実現を目指します。

上海菱威深信息技術有限公司は、中国で活躍する日本
企業をIT面で支える総合ITサービス会社です。広範な事
業接点を持つ三菱商事、豊富なIT知見を持つ野村総合
研究所の合弁会社として、企業活動の基盤となるネット
ワークや基幹システムから、先端IT・DX領域までをくま
なくカバーします。経験豊富な日中バイリンガル技術者
をそろえ、お客さまの一つ一つのITニーズに応えます。

「データとサービスで、企業とひとを結ぶ」をミッションとし、各
事業領域で社会の課題を解決するVertical SaaSを提供すること
でデジタルプラットフォーム化を進め、そこに集まるビッグデー
タを活用して「リアル」×「デジタル」の新規事業を生み出してい
きます。主力事業である建設業向けクラウド事業は、建設業界
では最大のデジタルプラットフォームに成長しています。

中部電力ミライズコネクトは、中部電力ミライズと三菱商事が
共同出資する、見守りや子育て支援、食や健康などをテーマに
暮らしに関わるサービスの開発・販売を行う事業会社です。
「生涯にわたってお客さまによりそう」をコンセプトに、中部
電力ミライズがこれまでエネルギーをお届けする中で培って
きたお客さまとのつながりや、三菱商事が有する幅広い産業・
サービス分野のネットワークおよびデジタル技術を活用する
ことで、お客さまの日常の暮らしやライフイベントにおける多
様なニーズにお応えするサービスを提供してまいります。

DXコンサルティングおよびDXプラットフォーム／
ソリューション事業（日本）
インダストリー・ワン
DXの社会実装をリード

三菱商事と英国に本社を置くHomeS e r v e 
International社の合弁会社として2019年に設立。
「安心な暮らしを支えるサブスクサービスを日本
全国で当たり前にする」をミッションに、日本各地
のユーティリティー企業と提携し、住宅内の生活イ
ンフラ（電気設備、給排水設備、冷暖房等）の問題
をワンストップで解決する定額制の修繕サービス
を提供しています。

生活インフラに関する修繕サービス
および付帯関連事業（日本）
ホームサーブ
住宅内の生活インフラ問題にワンストップで対応

ITコンサルティング、
ビジネスソリューション・システム構築、
保守・運用事業（中国）
上海菱威深信息技術有限公司
中国で日系企業向けにICTサービスを提供

建設業向けクラウドシステムサービス、
ビッグデータ活用事業等（日本）
MCデータプラス
社会課題の解決へVertical SaaSを提供

エムシーデジタルは「テクノロジーでビジネスモデル
をアップデートする」ことをミッションに掲げ、三菱商
事が手掛ける全産業をフィールドに、 AIをはじめとす
る最新のテクノロジーをもって課題を解決します。ま
た、海外のイノベーション・エコシステム、学術機関・
行政機関との提携や、新規事業開発に取り組み、多方
面に向けたソリューションを提供してまいります。

最先端の数理・情報知見(AI・アルゴリズム)を用いた
アプリケーション開発および
新規事業開発支援（日本）
エムシーデジタル
最先端のテクノロジーで課題解決に挑む

暮らし全般のサービス提供に関する事業（日本）
中部電力ミライズコネクト
家族の絆やつながりを育むサービス
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CIMA ENERGY, LP.
ガス・原油マーケティング

（米国）

LNG カナダ
（カナダ）

ガラフ 原油生産（イラク）

カルハットLNG（オマーン）

オマーンLNG
（オマーン）

ノース・ウェスト・シェルフ（オーストラリア）

マレーシアLNG（マレーシア）

Diamond Gas International (DGI) LNG販売（シンガポール）

ブルネイLNG
（ブルネイ）

ブラウズLNG（オーストラリア）

ウィートストーンLNG（オーストラリア）
キャメロンLNGは、シェールガスの生産により供給
余地が生まれた米国産の天然ガスを液化・輸出す
るプロジェクト。年間1,200万トンのLNG商業生産
能力を有す同プロジェクトは2019年8月に商業運
転を開始し、三菱商事はそのうち年間400万トンを
取り扱っています。東南アジアや中東に加わる新た
なLNG調達先として、エネルギー安定供給に貢献し
ています。

LNG液化・販売事業（米国）
キャメロンLNG
米国産天然ガスの液化・輸出

モントニー／シェールガス開発プロジェクトは、西カナダ
のブリティッシュ・コロンビア州モントニー地域において
Ovintiv社と共に進めるシェールガス開発・生産事業で
あり、豊富な埋蔵量とコスト競争力の高さで注目されて
います。生産したシェールガスを現地で販売するだけで
なく、三菱商事も参画するLNG Canadaプロジェクトを通
じて日本をはじめとする東アジアへも輸出します。

天然ガス開発・生産プロジェクト（カナダ）
モントニー／シェールガス開発
カナダ産シェールガスの開発・生産

バスラ・ガス・カンパニーは三菱商事・イラク国営南
部ガス公社・Shell社が出資する天然ガス精製・販売
会社です。2013年からイラク南部の油田随伴ガスを
回収精製し、発電用ガス、LPG、コンデンセートを販売
しています。域内エネルギー安定供給やフレアされ
ていた随伴ガスの回収による地球環境保全、雇用創
出を通じた地元経済や戦後復興に貢献しています。

天然ガス精製・販売事業（イラク）
バスラ・ガス・カンパニー
イラク初の随伴ガス有効活用プロジェクト
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サハリン2（ロシア）

タングーLNG
（インドネシア）

　天然ガスグループは、エネルギーの安定供給責任を全うしつつ、カーボンニュートラル
社会実現に向けて事業を推進しています。
　天然ガス／LNGは相対的に環境負荷が低く、カーボンニュートラル社会への移行期に
おける重要なエネルギー源と位置付けられており、石炭・石油からの転換に加え、再生可能
エネルギーの間歇性の補完、次世代エネルギーの原料など幅広い分野での活用が見込ま
れております。
　当グループは、北米、東南アジア、オーストラリア等、世界中で展開するLNG事業やシン
ガポールの販売子会社が実施するマーケティング活動等を通じ、気候変動・大気汚染等の
環境問題の解決を図りながらエネルギーの安定供給を担っています。
　また、よりクリーンなエネルギーの供給を目指し、天然ガス／LNG由来の水素等の次世
代エネルギーやCO2削減手法として期待されているCCUS、カーボンクレジットにも注目し、
カーボンニュートラル社会への移行に向けた取り組みを開始しています。

天然ガスグループ
Natural Gas Group

アジア・パシフィック本部 ■ブルネイ天然ガス部　■マレーシア天然ガス部　■インドネシア天然ガス部　
■オーストラリア天然ガス部　■ロシア天然ガス部　●中東･アフリカ室
天然ガス、液化天然ガス（LNG）

北米本部 ●北米統括室
天然ガス、液化天然ガス（LNG）

LNG開発・販売本部 ■新規LNG開発部　■LNGオペレーション統括部　
●LNGグローバルマーケティング室
天然ガス、液化天然ガス（LNG）

ドンギ・スノロLNGプロジェクトは、資源メジャーが参
画しない、日本・インドネシア・韓国による初のオー
ル・アジアLNGプロジェクトです。三菱商事は最大株主
として主導的役割を担っており、2015年からLNGおよ
び随伴コンデンセートの製造販売を開始しています。

LNG液化・販売事業（インドネシア）
ドンギ・スノロLNG
初のオール・アジアLNGプロジェクト
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Mitsubishi Cement Corporation
セメント事業（米国）
MCC Development Corporation
生コン事業（米国）

Amfine Chemical Corporation
樹脂添加剤・塩ビ安定剤事業（米国）

Mitsubishi International PolymerTrade Corporation 
塩ビ、機能化学品、工業樹脂販売（米国）

Riken Americas Corporation
塩ビおよびエラストマーコンパウンド事業（米国）

硅砂事業（オーストラリア）
Cape Flattery Silica Mines
世界最大級の硅砂サプライヤー

オーストラリアにある世界最大規模の硅砂鉱山を
有する三菱商事100％出資の子会社です。板ガラ
ス、ディスプレイガラス等の需要の伸びの著しい
日本を含むアジア諸国向けに50年以上にわたり、
原料となる硅砂を供給しています。

ニードルコークス事業（韓国）
PMC Tech
炭素のグローバルメジャーカンパニーへ

韓国最大の鉄鋼会社POSCOのグループ会
社POSCO Chemicalと三菱ケミカル、三菱商
事の合弁会社です。電炉用人造黒鉛電極の
原料となるニードルコークスの製造販売を
行っています。
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宇部ＭＣ過酸化水素 過酸化水素事業（日本）
新酸素化学 過酸化水素、高品位尿素水事業（日本）

フロンティアカーボン フラーレン製品製造販売(日本)
三菱商事建材 建設資材・窯業資材販売（日本）

日本電極 炭素製品事業（日本）
石油コークス工業 石油コークス事業（日本）

総合素材グループ
Industrial Materials Group

　総合素材グループは、自動車・モビリティや建設・インフラなどの対面業界において、鉄
鋼製品、硅砂、セメント・生コン、炭素材、塩ビ・化成品など多岐にわたる素材の販売取引、
事業投資、事業開発を行っています。
　対面業界の課題解決に向き合い、当社の強みや機能を発揮できる分野で事業を強化す
るとともに、素材ニーズの多様化など新たな事業機会や変化を取り込みながら事業価値の
最大化を目指していきます。
　また、素材分野でのCO2削減を目指し、コンクリート等を活用したCCUSにも取り組んで
います。

建設資材事業部 セメント・生コンクリート

窯業原料事業部 硅砂

機能材本部 ■炭素材部　■塩ビ・化成品部　■素材事業開発部
ニードルコークス、人造黒鉛電極、コールタール、燃料用石油コークス、カーボ
ンブロック、塩化ビニール樹脂、樹脂コンパウンド、樹脂添加剤、過酸化水素等

鉄鋼製品本部 厚板、薄板、建設鋼材、油井管・ラインパイプ、線材、特殊鋼等の鉄鋼製品

鉄鋼製品事業（日本）
メタルワン
鉄鋼流通のリーディングカンパニー

2003年に三菱商事と日商岩井（現 双日）の鉄鋼製
品事業部門が分離・独立して誕生したメタル
ワン。国内外に140拠点以上の販売ネットワー
クを有し、鉄鋼製品の販売に加え、物流・在庫・
製造・加工という幅広い工程で総合的なサー
ビスを提供し、鉄鋼メーカーと需要家をつなぐ
バリューチェーンを構築しています。
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Caribbean Gas Chemical Limited (CGCL)
メタノール製造メメ
トリニダード・トバゴ）ニダニダ（トトトリニ（トリニ

Petro-Diamond Inc. (PDI) 国）石油製品販売（米国）国）

trochemicals Diamond Petrochetroche alsals
Canada Corporation (DPCC)porCanada Corporation Canada Corporation C)C)CC (D(Donon
ブタジエン製造（カナダ）エン製造（カナブタジエン製造（カナブタジエン製造（カナダ）ブタジエン製造（カナダ）

IVICCCT EuropeCT epepeCT
化学化学品取引（ドイ品取引（ドイツ）ドイ化学品取取引（

IVICT Singapororeorpp
化学品取引（シンガポール）ル）ル）ルル

PT Panca Amara Utama (PAU)PPA((PPAPAAAAU)AU)Utama (PUtama (P
アンモニア製造（インドネシア））

IVICT ThailandThailandThailand 化学品取引（タイ）
タイ新光 リサイクルPET樹脂製造（タイ）イクルPイクルP （（

IV CT GGuangzhouGIVICIVICT
化学品取取引（中国）取引（中国）引引引（中国引（中国化化

IVICT Shanghai
化学品取引（中国）

C Plastic Trading de Mexico C Plastic Trading dPlastic Trading dMC MC MMee
業樹脂、塩ビ販売（メキシコ）（メキ売（メキ工業業 ））シシシシ

SHARQ社は、三菱商事が出資するサウディ石油化
学とサウジアラビアのサウジ基礎産業公社（SABIC）
により、1981年に設立されました。3度の増設を経
て世界有数の規模を誇る石油化学メーカーに成長
し、その製品（ポリエチレン、エチレングリコール）
は全世界に向けて販売されています。

メキシコ政府との合弁会社ESSA社は、世界最大の
天日塩田を運営しており、日本をはじめ米国など
に、純度の高い高品質な塩を安定的に供給してい
ます。ESSAは、海水を蒸発させる天日製塩という環
境に優しい製造方法を用いて年間800万トンを生
産、日本が輸入する塩の約半分を賄っています。

メタノールの製造・販売を行うMETOR社は、ベネズ
エラ石油化学公社Pequiven社、三菱ガス化学など
との合弁により誕生しました。2010年には第２プラ
ントが操業を開始し、年間生産能力を160万トンに
まで増強。現在では、日本とベネズエラを結ぶ象徴
的なビジネスとして広く認知されつつあります。

メタノール製造・販売事業（ベネズエラ）
METOR 
日本・ベネズエラ両国を結ぶビジネス

石油化学製品製造・販売事業（サウジアラビア）
SHARQ 
世界最大級の石油化学プロジェクト

製塩事業（メキシコ）
ESSA
世界最大の天日塩田

三菱商事グループの三菱液化ガスと、出光興産グルー
プの出光ガスアンドライフが事業統合して設立され
たLPG事業会社アストモスエネルギー。LPG取扱量
は、専業会社としては世界最大級で、国内需要の約
25％を担っています。家庭用燃料電池、高効率給湯
器などの普及や電力の小売りも行っています。

LPG輸入・販売事業（日本）
アストモスエネルギー
世界最大級のLPGプレイヤー
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三菱商事ケミカル
溶剤、塗料、コーティング樹脂、シリコーン販売（日本）リ

サウディ石油化学 石油化学製品販売（日本） 
三菱商事プラスチック合成樹脂原料・製品販売（日本）
吉比化成 合成樹脂原料・製品販売（日本）

エムシー・ファーティコム 肥料製造（日本）
三菱商事アグリサービス 肥料販売（日本）

小名浜石油浜名浜小名小名  石油流通基地（日本）
昭和四日市石油 昭和昭和 石油精製（日本）
鹿川ターミナル 鹿鹿 石油流通基地（日本）
波方ターミナル LPG等 物流・備蓄基地（日本）ル
カーフロンティア
カーメンテナンス関連Eコマース/ネットワーク事業（日本）
BEADタイヤEコマース事業（日本）
FLEET PITLOCK (FPL)
法人車両メンテナンス管理専門プラットフォーム事業（日本）

　石油・化学ソリューショングループは、幅広い分野において社会や人々の生活を支える
不可欠なものとして、燃料、化学素材の安定供給を目指し、原油、石油製品、LPG、石油化
学製品、塩、メタノール等の商品製造事業やトレーディング事業を推進しています。
　また、持続可能な社会の実現に向けて、燃料アンモニア事業やリサイクルPET・環境対
応素材製造事業の推進等に取り組み、さらなる事業の強化と変化に対応した新たなビジネ
スモデルの構築を目指します。

石油・化学ソリューショングループ
Petroleum & Chemicals Solution Group

次世代燃料・石油事業本部 ●LPG室　■次世代発電燃料事業部　■次世代輸送燃料事業部
■リファイナリー事業部
原油、石油製品、LPG、木質ペレット、燃料アンモニア、バイオディーゼル

環境素材・化学事業本部 ●農業ソリューション室　■石化原料事業部　■環境素材事業部　
■基礎化学事業部
肥料原料・肥料製品、オレフィン・ポリオレフィン類、ポリエステル原料、プラス
チック、塗料・コーティング材料、工業塩、メタノール、エタノール

グローバル
マーケティング本部

■基礎石化部　■リファイナリーケミカル部　■クロールアルカリ部
■アルコール・C1ケミカル部
ナフサ、オレフィン・ポリオレフィン類、芳香族、ポリエステル原料、プラスチッ
ク、ウレタン原料、塗料・コーティング材料、工業塩、苛性ソーダ・塩ビ原料・
塩素製品、メタノール、エタノール、アンモニア

三菱商事エネルギーは三菱商事、三菱商事石油、
エムシー・エネルギーに分散していた国内石油製
品販売事業の経営資源を集約することを目的と
し、2015年10月1日に設立しました。ガソリン・灯
油・軽油から重油・アスファルト等、石油製品の安定
供給を担いつつ、カーフロンティア社を通じたEコ
マース事業等、同社ネットワークを活用した新規事
業も推進しています

石油製品販売事業（日本）
三菱商事エネルギー
石油製品の安定供給に取り組む

中央化学は1957年プラスチック製の醤油・ソースの
タレビンの開発に成功し創業、三菱商事は2011年
に経営に参画しました。プラスチック製食品包装容
器のパイオニアとして、日本および中国でスーパー
マーケット、コンビニエンスストア向け食品トレー、
惣菜・弁当容器の製造販売を行っています。技術開
発に重きを置き、ライフスタイルの多様化に対応し
た、さまざまな素材、製品を開発し続けています。

プラスチック食品容器製造販売事業（日本）
中央化学 
多種多様な食品包装容器の開発力
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MoMozalMo
ミニウアルミニミニ ム：製製錬製製錬製錬錬
モザンビモザンビーク）モザンビ（モモ

Antaminanana
銅（ペルー）

Los Pelamb esbresbres 銅（チリ）銅（銅（

CAP 石（チリ）鉄鉱石石

三菱商事金属貿易(中国)有限公司
ubis or（Mitsubishi Corporation RtM China）ubishi Cor（Mits（Mitssubishi Co（Mitsubishi Co
金金属資源トトレーディング事業（中国）トレーディング事業（中国）金属資源金属資源

CMP a del Pacífico（Compañía ía Mineraía Minerapañíampañía ） 鉄鉱石（チリ）
銅事業（チリ）
Anglo American Sur 
(Los Bronces, etc.) 
世界屈指の大型銅事業

金属資源トレーディング事業（シンガポール）
Mitsubishi Corporation RtM 
International
各種金属資源のトレーディング事業

金属先物取引事業（英国）
Triland Metals 
LMEの主要取引メンバー

銅事業（チリ）
Escondida
世界最大の銅事業

銅事業（ペルー）
Anglo American Quellaveco
世界屈指の新規大型銅事業

鉄鉱石（カナダ）
IOC（Iron Ore Company of Canada）
北米有数の高品位鉄鉱石事業

2013年4月に金属資源トレーディング事業の統括子
会社としてMitsubishi Corporation RtM International
を設立しました。マーケット情報と人材の集積地と
なっているシンガポールに本社を置き、多様化す
るお客さまのニーズへの対応力を高めながら、ア
ジアを中心とした成長市場の需要の取り込みを
図っています。また、重要市場の一つである中国で
のトレーディング機能を強化すべく、2020年4月に
100%子会社の三菱商事金属貿易(中国)有限公司
（Mitsubishi Corporation RtM China）を上海に設
立しました。

1971年の設立以来、金属商品の価格変動リスクに対
するヘッジ機能を世界中の顧客に提供しています。
独自のオンライン取引プラットフォームを提供する
など、顧客向けの多様なサービスを展開しており、当
社の機能と顧客基盤は三菱商事の金属資源トレー
ディング事業の付加価値向上につながっています。

Anglo American Sur社は、チリ共和国内にLos 
Bronces銅鉱山、El Soldado銅鉱山、Chagres銅
製錬所、ならびに大型の未開発鉱区などの優良
資産を保有しており、現在年間約37万トンの銅
を生産しています。

チリ共和国Escondida銅鉱山は、1990年に操業を
開始し、複数の拡張工事を経て、現在、世界最大の
銅生産量を誇る銅鉱山です。同鉱山は、年間約120
万トンの銅精鉱・銅地金を生産しており、生産規模
に加え、埋蔵量、コスト競争力についても世界有数
の優良案件です。

Quellavecoはペルー共和国南部に位置する大規
模銅鉱山で、約890万トンの埋蔵量および約36年
の山命を見込み、高いコスト競争力を有していま
す。2018年より開発に向けた建設を開始し、2022年
より生産を開始しています。

カナダIron Ore Company of Canada鉄鉱山は1962
年に操業を開始し、鉱山、選鉱設備、ペレットプラント、
鉄道や港湾を自社保有・運営する北米有数の鉄鉱山で
す。高品位で豊富な埋蔵量を保有し、年間約20百万トン
のペレット・精鉱（コンセントレート）を生産しています。
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Boyne
アルミニウム：製錬
（オーストラリア）

三菱商事RtMジャパン金属資源トレーディング事業（日本）

AurukunAurukAurukuku
ボーキサイトキサキサ
（オーストラリア）（（

　金属資源グループでは、石炭・鉄鉱石などの鉄鋼原料、銅・アルミなどの非鉄金属の各分
野において、トレーディング、開発、投資などを通じて、事業経営に携わっています。
　脱炭素、電化、循環型社会などの社会トレンドを見据えながら、各分野においてお客さま
のニーズを的確に捉え、世界市場の成長に対応した事業の展開を通じ、事業価値の最大化
を目指します。
　金属資源グループでは、原料炭・銅を中核とし、世界最高水準のコスト競争力と品質を兼
ね備えた優良資源をさらに磨き、環境・安定供給の両面において長期的に持続可能なビジ
ネスモデルを実現していきます。

金属資源グループ
Mineral Resources Group

金属資源本部 ■鉄鉱石部　■MDP事業部　■ベースメタル部　■アルミ部
原料炭、銅、鉄鉱石、アルミなど

金属資源トレーディング本部 ●RtM事業室　
原料炭、一般炭、鉄鉱石、銅、鉛、亜鉛、錫、アルミ、ボーキサイト、貴金属、
ニッケル、クロム、レアアースなど

原料炭事業（オーストラリア）
BMA
世界最大規模の原料炭（製鉄用コークス原料）事業

金属資源の探査・開発・生産・販売を行う豪州
Mitsubishi Development Pty（MDP）社は、パート
ナーであるBHPと共に、年間生産量約60百万トン、
海上貿易量の約3割のシェアを持つ世界最大規模
のBMA原料炭事業に取り組んでいます。BMAでは、
高品質かつコスト競争力のある原料炭（製鉄用コーク
ス原料）を産出する七つの操業炭鉱に加え、鉄道、
港を一体運営しています。
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Calik Enererererji errjirjijiji
インフラ事業事業業業
（トトルコ）ト（トルコ（トルコ

ラント建設 肥料プラ肥料肥料料プラント建プラント建料プ料プ （ウズベキスタン）

液化 然ガ液化天然ガス受入基地事業液化天然ガ化天然化天然
（バ（バ グラデデシュ）デ（バング（バングラ

熱熱間圧延機建設熱間
（インド）

業界世界最大手のSBM Offshore社と共に、深海油
田から原油やガスの生産・貯蔵・積み出しをする洋
上設備（FPSO）の傭船・操業・保守サービスを展開
しています。ブラジルの国営石油会社Petrobras社
向けに、20年間、日量約15万バレルの原油生産能
力を持つFPSO3隻の運営を担います。

©SBM  Offshore

FPSO傭船事業（ブラジル）
超大深海対応FPSO傭船・操業・保守事業

物流の大動脈を担う海運業に船舶保有・運航事業
を通じ貢献し、世界物流のさらなる発展の実現を
目指していきます。

米国・カナダ・メキシコを中心に放電加工機・レーザー
加工機等のディストリビューション事業に注力するこ
とで、製造業のニーズに応えていきます。

船舶保有・運航事業
本格的な船舶保有・運航事業を展開

MC Machinery Systems（米国）
米州での工作機械ディストリビューション事業を展開

三菱電機と共に2012年Mitsubishi Elevator India
社を設立しエレベーターの販売・保守を展開してき
ました。2016年には新工場を稼働し現地生産を開
始、エレベーター大市場インドでのさらなる事業拡
大を目指しています。

Mitsubishi Elevator India（インド）
インドでの三菱電機エレベーター製造・販売・保守会社

トルコCalik Holdings傘下のGap Insaatとコ
ンソーシアムを組成して、三菱重工エンジニ
アリング株式会社と共に、アンモニア・尿素肥
料プラントを設計・建設。EPC（Engineering, 
Procurement, Construction）を通じて顧客企
業・国の発展に貢献していきます。

肥料プラント建設（トルクメニスタン）
アンモニア・尿素肥料プラントの設計・建設
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三菱商事マシナリ EPC・トレーディング事業（日本）

船舶営業拠点

三菱商事テクノス工作機械・産業機械販売（日本）
エム・エス・ケー農業機械 農業機械等のディストリビューション事業（日本）

日本スペースイメージング 衛星画像データ・サービスの販売（日本）

ALSOK双栄 ファシリティマネジメント事業・セキュリティサービス事業（日本）
★

★

　産業インフラグループは幅広い業種、産業およびパートナーとの接地面積を有し、プラ
ントエンジニアリング、産業機械、船舶・宇宙航空機での各分野において多様なビジネスモ
デルを展開しています。
　技術革新・デジタル化や産業構造変化および低環境負荷など各産業のニーズに応える
サービスやソリューションを提供し、既存事業をさらに成長させるとともに、隣接する業界
との新規事業開発も積極的に推進することで、お客さまと共に持続的な成長の実現を目指
していきます。

産業インフラグループ
Industrial Infrastructure Group

レンタルの総合サービス会社として、全国240
カ所以上の拠点ネットワークやメンテナンス
システムを駆使して事業を推進する同社で
は、建設機械をはじめとした約4,800種類、約
105万点もの商品を「プラットフォーム」に乗
せて提供し、幅広い顧客のニーズに応えてい
ます。

レンタルのニッケン（日本）
レンタルの総合サービス会社

2008年および2019年に千代田化工建設
が実施した第三者割当増資を引き受け、
同社の経営支援・営業支援を行ってい
ます。同社は国内外でLNG、ガス、石油、
化学、各種産業設備や医薬、再生エネル
ギー設備等の設計・建設を行い、時代と
地域の要求に応じた最適なインフラを
提供し、社会の発展に貢献していきます。

千代田化工建設（日本）
総合エンジニアリング企業

プラントエンジニアリング本部 ■エンジニアリング事業部　■インフラソリューション部
●千代田事業室　●インフラEPC室
FPSO※、LNG液化プラント、LNG受入・気化設備等のエネルギーインフラ、
海外電力・化学・製鉄・非鉄等の産業プラント、空港・港湾・交通システム等
の産業関連インフラ、コンプレッサ等プラント用機器など

産業機械本部 ■産業機械ソリューション部 ■建設ソリューション部
工作機械、農業機械、エレベーターなどの産業機械のディストリビューション事
業、ファシリティーマネジメント事業、建設機械レンタルを含む建設ソリューショ
ン事業

船舶・宇宙航空機本部 ■船舶部　■宇宙航空機部
船舶（ばら積船、タンカー、コンテナ船、LNG船、LPG船等）、舶用機械、衛星
画像、航空機およびエンジン、防衛関連機器など

※Floating Production, Storage & Offloading System：浮体式海洋原油・ガス生産貯蔵積出設備
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MCE BANKNKNK
自動車販売金融（ドイツ）ツ）ツ）））動動車車動車動車車車車動車車販売車販売

ISUZU SALES DEUTSCHCHLANDCH DDEE
自動車輸入販売（ドイツ売（ドイツ売（ドイツツ）ツ車

ISUZU MEXICOEXXMEEISUZU MEXISUZU MEX
自動車組立・輸入販売組立・輸組立・輸・輸入販・輸入販動車組立動車組立 入販入販
（メキシコ）

UKMMC UKRMMC UKKRAINEKR
自動車輸入自動車輸自動車輸輸入販売輸入
（ウクライナクラクラ ）ナイナ）イナ）

TARA MOBILITYBB TYTYASTATARR
自動車輸入販売(スペイン)車輸入販売車輸入販売売(ス売(ス インイン自動自動

MMC RUS
自動車輸入販売（ロシシア）シアア）ア）

MC BANK RUSSS
自動車販売金融（ロ融（ロシ融（ロ（融（ シア）シ

AUTOSPOT
ア）自動車オンライン販売サイト（ロシア）ア）

MC INTERMARK AUTO
マネジメント（ロシア）自動車フリートマネジメント（ロシマネジメント（ロシ

TVS AUTOMOBILE SOLUTIONTVS ATVS A TT NSN
自動車アフターセールス（インド）自自 ド）ド）

宏菱融資租質（上海））
自動車販売金融（中国）

広汽三菱汽車
自動車生産・販売（中国）

BISHI MOTORS MALAYSIA TSUBISUBISMITMITMITSU 自動車輸入販売（マレーシア）シア）シア）
ISUZU MALAYSIA自動車輸入販売（マレーシア）ア）ア）アア

SUKU CADANG OTO SEJAHTERA
（ブランド名: TOKOPARTS）

マルチブランド自動車部品eコマースおよび卸売業
（インドネシア）

ANMARMMMM CARS MYANMAMM CARS MYANMACCCARSCARS
入販売（ミャンマー）自動車動車輸入販売（動車輸入販売（ミ売売動車輸動車動動 輸入販車輸入販

MITSUBISHIHIHIM
MOTORSSS
VIETNAAMAMAMAMMM
自動車組立・販売動車組立動車 売動車組立・販売動車組立・販売
（ベトベトナム）ベト

インドネシアにおける三菱自動車工業および三菱ふそうトラック・バ
ス製品の輸入・販売総代理店として、1970年にKRAMA YUDHA TIGA 
BERLIAN MOTORS（KTB）社を設立、約半世紀にわたり自動車事業を
展開しています。2017年4月にはKTB社を取り扱いブランド別に事業
再編し、三菱自動車工業製品を扱うMITSUBISHI MOTORS KRAMA 
YUDHA SALES INDONESIA（MMKSI）社および三菱ふそうトラック・
バス製品を扱うKTB社を中心に生産・販売・販売金融・アフターセー
ルス・中古車販売などの強固なバリューチェーンを構築しています。

タイにおけるいすゞ自動車製品の輸入・販売を1957年
に開始。1974年にいすゞ自動車製車両のタイでの総
販売代理店として、TRI PETCH ISUZU SALES（TIS）社を
設立。タイで生産されたいすゞ自動車製車両の輸出
を2003年に開始し、現在では世界100カ国以上への
輸出に拡大。販売事業を営むTIS社を中心に、販売・販
売金融・アフターセールスなど幅広く事業を展開し、
商用車市場でトップブランドの地位を築いています。

2012年にISUZU MOTORS INDIA社を設立し、イン
ドでのいすゞピックアップ車両の販売を開始しまし
た。2016年からはインド南部アンドラ・プラディッシュ
州にある自社工場での生産を開始し、インド事業の本
格展開を進めています。近年は、インドで生産されたい
すゞピックアップ車両をネパールやブータンといった
インド周辺国・さらには中東へも輸出しています。

インドネシア事業
自動車事業バリューチェーンを展開

タイ事業
タイ国内販売および世界各国への輸出事業

インド事業
インド国内での生産・販売および周辺国への輸出事業
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ISUZU PHILIPPINES 自動車組立・輸入販売（フィリピン）

三菱自動車工業自動車および部品製造・販売（日本）

　自動車・モビリティグループは、乗用車・商用車の海外現地生産・販売、販売金融、アフ
ターセールスなど、自動車関連の一連のバリューチェーンをアセアンを中心にグローバル
に展開しています。
　これまで、自動車メーカーの海外進出や事業拡大とともに事業を拡大し、特に販売分
野では、地域密着型でお客さまのニーズをつかみ、商品・サービスに反映することで商品
力・ブランドロイヤリティの向上に努めてきました。
　デジタル化やCASEの進展による業界構造変化を捉え、長年培ってきた機能と地域密
着型のネットワークといった事業基盤をさらに強化し、ヒトやモノの移動に関する課題を
解決するモビリティ・サービス事業への取り組みを進めて、社会課題解決に貢献していき
ます。
　また、環境に配慮した電動車両の普及等を通じて、脱炭素社会および持続可能な省エ
ネルギー社会の実現に寄与することを目指します。

自動車・モビリティグループ
Automotive & Mobility Group

自動車事業本部 ■自動車アセアン部　■自動車北アジア部　■自動車欧露・米州部 
■自動車販金・リテイル部　
海外現地生産・販売事業／海外販売金融、アフターセールスなどの関連事業／
自動車輸出事業（完成車・組立部品・補用部品）

いすゞ事業本部 ■いすゞアセアン部 ■いすゞ豪州・欧州・米州部　■いすゞインド・中東部
海外現地生産・販売事業／海外販売金融、アフターセールスなどの関連事業／
自動車輸出事業（完成車・組立部品・補用部品）

モビリティ事業本部 ■モビリティ・サービス部 ■自動車リテイル・サービス部
モビリティ・サービス事業／リテイル・サービス事業

1994年にベトナムで最初に認可を受けた自動車組立
会社4社の1社として、三菱自動車工業・現地パートナー
等と設立、四半世紀にわたり自動車生産・販売業を展
開してきました。過去には三菱ふそうトラック・バス製
品も扱っていましたが、2014年に三菱自動車製品に特
化、2016年には三菱側出資比率を引き上げ、重点市場
として取り組んでいます。近年は、経済成長・モータリ
ゼーションの進展を背景に、現地組立モデルも増やし
ながら、販売台数および収益の拡大に努めています。

2008年にISUZU UTE Australia社を設立し、オーストラリ
アでのいすゞ自動車製ピックアップ・SUVの販売を開始
しました。設立以来、現地市場に合わせたマーケティング
戦略によって順調に販売台数を伸ばし、2021年2月末で
累計販売台数20万台を達成しました。2020年9月に投入
した新型ピックアップ等の拡販を通じて、いすゞブランド
のさらなる向上・事業の飛躍を目指します。

ベトナム事業
自動車製品生産・販売事業を展開

オーストラリア事業
オーストラリア国内での輸入販売事業

2019年に西日本鉄道との合弁でネクスト・モビリティ社を設
立。AI活用型オンデマンドバス「のるーと」の運行、ならびに
日本全国の交通事業者・自治体へ地域公共交通のソリュー
ション提供事業を展開。また、同年にカナダSpare Labs社と
の合弁でスペア・テクノロジーソリューションズ社を設立。公
共交通を含む幅広い分野へのオンデマンド乗合交通システ
ム導入支援を行っています。両社を通じ、交通事業者や地域
社会が抱える「移動」に関わる課題解決に取り組んでいます。

オンデマンドバス事業
オンデマンドバスの導入・運行支援事業を展開
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TH Foods
米菓

（米国）

Agrex 穀物（米国）

瀋陽華陽華美食品 陽華 工品（中国）鶏肉加工品工品

Agrerex Asiarex
穀穀穀穀穀物（シンガポール）ール）ール）（シンガポ（シンガポ物物

Kewpie Vietnametet mmmmamammmaanaKK
調味料（ベトナム）トナトナ ）））

Oriental Coffee Alliance コーヒー（マレーシア）））

Dan Kaffe Malaysiaコーヒー（マレーシア）

Agrex (Beijing) 穀物（中国）UJIFILM Diosynth Biotechnologies USAFUJUJ
バイオ医薬品ババ
（米国）

esaco SeeSS
麻（米国）胡麻麻

CROP S NCE PRIVIFFCO-MC C C P P ROP SCIENCROP SCIENC RIVATERIV
農薬農薬（イ農薬薬（インド）薬（イ

CCANDECCCDD 農薬（イン薬（インド）薬（イン

ishi International Food IngredientsMitsubishi Iishi Iishish
化学（米国）食品化学化学

浙江大菱海洋食品洋洋 水産物販売（中国）

Yamazaki Indonesia 製パン（インドネシア）
Ichi Tan Indonesia 飲料（インドネシア）
Kewpie Indonesia 調味料（インドネシア）

Nissin Foods Indonesia 即席麺（インドネシア）

Emina Cheese Indonesiaチーズ（インドネシア）
Kaneka Foods Indonesia 加工油脂（インドネシア）

Asia Modified Starchd Starcd Starc  タピオカ澱粉（タイイ）イイ）イ）粉粉
Nissin Foods Thailandods Tods Th 即席麺（タイ）））イイ）））麺麺
Dia Merchandise andandchacha 食料卸売（タイ）イ）イ）

Kewpie Malaysia 調味料（マレーシア）ア）ア）アア

Foods ssin FoFoIndo Nissssio Niso Nis 即席麺（インンド）ン

Asian Best Chickenkeke 鶏肉加工品（タイ）タイタイ

ノルウェー、チリ、カナダの3カ国で、年間約20万トン
のサーモンを養殖する世界有数のサーモン養殖・
加工・販売会社です。2014年に三菱商事が子会社
化し、持続可能で安全・安心な養殖サーモンを世界
中に供給しています。

食品、飲料、食用油などの幅広い商品において自社ブランドおよび
プライベートブランドの製造・販売を手掛け、英国市場で大きなシェ
アを有しています。また、同市場におけるリーディングカンパニーと
してエシカルトレーディングや、工場のカーボンニュートラル化を
含むサステナビリティの実現に力を注いでいます。自社ブランドの
刷新や新商品開発等のイノベーションにも取り組んでおり、2021年
には新たに植物性食品に特化したブランドを立ち上げました。

サーモン養殖事業（ノルウェー）
Cermaq
安全・安心な養殖サーモンをグローバルに供給

食品・飲料製造事業（英国）
Princes
英国トップクラスの食品・飲料メーカー

世界60カ国以上で事業展開をする食料・農産物事業会社で、ココア、コーヒー、
コットン、ナッツ、スパイスなどの分野で世界トップクラスのシェアを誇り、農業
生産をはじめ、約500万農家を超える集荷ネットワーク、トレーディング、物流、
製造加工までのサプライチェーンを構築しています。また、世界的な人口増加
に伴うさまざまな課題に立ち向かうと同時に、農家等のさまざまなステークホ
ルダーに対して貢献すべく、サステナビリティを重視したビジネスモデルを展
開しています。三菱商事は2015年に資本業務提携契約を締結しました。

食品原料事業（シンガポール）
Olam Group
世界最大級の食料・農産物事業会社

米国中西部のインディアナ州に位置する豚肉処理
および加工品製造会社です。最新鋭の設備による厳
しい衛生管理の下、豚肉・ベーコンなどを生産し、主
に米国および日本向けに販売をしております。

食肉（米国）
Indiana Packers Corporation
米国有数の豚肉・加工品製造会社

世界有数の食糧供給国であるブラジルにおいて、ト
ウモロコシや大豆などの穀物の集荷・販売、肥料や
農薬・種子など農業資材の販売、自社農場での穀物
生産といった事業を手掛けています。三菱商事は
2012年に経営参画した後、2019年に完全子会社化し
ました。食糧供給国としてさらに重要性が増すと見込
まれるブラジルの中西部・北部で穀物の調達、安定
供給に寄与しています。

穀物・農業資材（ブラジル）
Agrex do Brasil LTDA.
ブラジルの穀物調達拠点
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Riverina 飼料・穀物
（オーストラリア）

日本KFC ホールディングス日本日本 ホホホーホーC  外食チェーン（日本）

ジャパンファームHD 食肉（日本）

日本食品化工 澱粉・糖化品（日本）

東洋冷蔵 水産（日本）

BMLライフサイエンス・ホールディングス 食品検査・治験支援（日本）
ZM クロッププロテクション農薬（日本）
ぺプチグロース 再生医療・細胞治療用成長因子代替ペプチド（日本）

サラダクラブパッケージサラダブ （日本）
ＭＣプロデュース青果物（日本）

伊藤ハム米久HD 食肉（日本））本）
フードリンク 食肉（日本）

日東富士製粉 製粉粉 （日本）
DM三井製糖ホールディングス 製糖（日本）

ミツハシ 米（日本）

ォーターセル ウォータォータ ルルタ セタ セタタ 農業支援情報サービス（日本）業業農農農農農
日本農産工業日日本農産工日本農産工工工 飼料（日本）本本（日（日日本日本
MCアグリアライアンスMCMC ンン  コーヒー・ココア・胡麻・スパイス・ナッツ・油脂イスイス （日本）
ム・アール・エス エムム 超低温海上輸送（日本）上上輸上輸上上
イチ産商マルイイチ  食品卸売（日本）
ー・プロダクツ・ソリューションューューシシデイリー・プー・プ  チーズ（日本）））

　食品産業グループは、食糧、生鮮品、生活消費財、食品素材などの「食」に関わる商品を
消費者にお届けする事業をグローバルに展開しています。
　原料の生産・調達から製品製造に至るまでの各事業領域において、消費者のニーズを捉
えた商品・サービスを安定的に提供し、多様で豊かな生活の実現に取り組んでいます。ま
た、サプライチェーン全体におけるさまざまな社会的課題の解決に貢献し、健康や環境に
関わる事業を行うという責任感の下、消費者の「安全・安心」の確保に取り組むことで、社
会の要請に応える価値提供を追求していきます。
　また、良質な商品・サービスをグローバル市場に水平展開して、新たな成長機会を創出す
るとともに、経済環境や産業構造の変化に柔軟に対応し、各事業において競争力を向上さ
せることで、安定的かつ持続可能な供給モデルの構築を実現していきます。

食品産業グループ
Food Industry Group

食品化学本部 ■バイオ・ファインケミカル部　■食品素材部
医薬品原料・中間体、農薬原料・中間体および製品、化粧品原料、食品素材・
配合品（食品化学製品）、健康素材・製品（健康化学製品）、澱粉・糖化品

食糧本部 ■穀物飼料部　■製粉製糖部
とうもろこし、マイロ、小麦、大麦、もち麦、玄蕎麦、大豆、菜種、配合飼料原料、
小麦粉、砂糖など

農水産本部 ■農産・水産部
水産物（鮪・鮭鱒・えびなど）、水産加工品、米穀、青果物など

グローバル食品本部 ■グローバル消費財部
加工食品、菓子、飲料、缶詰、即席麺、調味料、コーヒー、ココア、製菓原料、
ゴマ、ナッツ、スパイス、乾燥野菜、油脂、油脂製品、その他日用品等の消費財

畜産酪農部 鶏肉・豚肉・牛肉、加工食品、チーズ、乳製品など

「食」と「健康」を支える食品素材メーカーです。
ライフサイエンスの技術の力を活かし、お客さまの
多彩な食品やメニュー開発をお手伝いすることで、
楽しく健やかな食文化を創造し、世界中の人々
の“おいしい笑顔”とつながっていきます。

食品化学事業（日本）
三菱商事ライフサイエンス
健康・安心・安全・おいしさ
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New Century Insurance
再保険
（バミューダ）

MC Logistics IndiaIndiaIndia
総合物流（インド））ンド）ンド）

泰国三菱商事商事商商商商事商事国国
ロジスティクスクスクス
総合物流（タイ））イイ）イ）流物物流

流（上 有限物流（上海）有限公司流（上海）有限菱商事物流事物流三菱商事物流（上海）有菱商事物流（上海）有  総合物流（中国）

edical Asia Pacific Pte. Ltd. Y MededHOGYHOGYHOGY 医療材料の販売（シンガポール）））ポール）ポール）ポポ
Mitsubishi Corporation LT Singapore Pte., Ltd. i CoCotsubishtsubishiMitsMits 総合物流（シンガポールル）ル

PT. MCLOGI ARK INDONESIA 総合物流（インドネシア）

亜恵美食美食美食 国フードコート（中国）国

国薬控股北京華鴻 医薬品販売（中国）
国薬控薬控股北薬控 北京天星普信生物医薬 北股北京天股北京天 医薬品販売（中国）

国薬国薬控股菱国薬 院管理服務（上海）院管理管理菱商医院管理服務（上海）菱商医院管理服務（上海）医療材料・機械販売（中国）医
菱華商業（上海）有限公司菱菱 衣料品製造（中国）

ASHIONTREDIA FASHIONASHION 衣料衣料品製造（香港）衣料

CONG TYCC
TNHH UNIQLO OONIQLNIQL
VIET NAAMANAMNAMMM
衣料品販売（ベトナム）品販売品 ナム）ナム）料品販売（ベト料品販売（ベト

TREDIA ATREDIATREDIA
FASHIONOOHIHI
CAMBODIA BBMMCAMBCAMB
衣料品製造製品製製製製造製造造品品
（カンボジア）

REDIA VIETNAMAMAMDIADIATRTTTRTR
料品製造（ベトナム）））ム）ム）衣料衣衣料品料品

PT. MCDELICA FOOD INDONESIA 即食食品製造（インドネシア）ア）ア）
PT. Fast Retailing Indonesia 衣料品販売（インドネシア）

PT TREDIA FASHION INDONESIA PT PT 衣料品製造（インドネシア）

Muji Europe Holdingsssiing
 衣料品・生活雑貨販売販売販売

（英国）））

Limited Liability
ny UNIQLOCompany UNIQLOny UNIQLO

S）（RUS）S）
品販売（ロシア）衣料品販品販

NIQLUNIQNIQUU O（Thailand）））Company）） 衣料品販売売（タイ）売 イ）イ）衣衣料
SOLUTIONS (THAILAND) CO., LTDMC SSOCW LOGISTICSCW LOGISTICS (TH(THLUTIOLLUTIONS (LUTIONS ( TD. TDCS S 車内陸物流事業（タイ（タイ（タイイ）イ）完成車内成車内

三菱商事ロジスティクスは、1954年設立。日本、
中国、アジア、欧米諸国にグローバル展開する物
流会社です。アパレルや自動車などの分野で、そ
の業界を代表するお客さまとの取引から得た多
様な機能に三菱商事の商社機能・ノウハウを付
加し、物流の枠にとらわれないソリューション提
案型ビジネスを展開しています。

総合物流事業（日本）
三菱商事ロジスティクス
国内外にネットワークを持つ総合物流企業

「圧倒的な美味しさ」「人への優しさ」「地球（マチ）
への優しさ」をお客さまへの三つの約束とし、笑顔
が集まり誰もが「ほっ」とできる「マチのほっとステー
ション」の実現を目指します。社会の課題や、多様に
変化する生活者ニーズをいち早くキャッチし、イノ
ベーションや商品サービス強化をスピード感を持っ
て実行していきます。

コンビニエンスストア事業（日本）
ローソン
地域とお客さまのニーズの変化を捉え
進化するコンビニ

タイのブリヂストンタイヤ販売会社です。タイ
におけるブリヂストンブランドの価値向上に
貢献しています。

タイヤ事業（タイ）
Bridgestone Sales (Thailand)
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三菱鉱石輸送 船主業・船舶管理業（日本）

ライフコーポレーションララ  スーパーマーケット（日本）

カンロ 菓子製造・販売（日本）
日本ケアサプライ 福祉用具レンタル（日本）

ロイヤリティ マーケティング 共通ポイント（日本）グ
トランザクションメディアネットワークス 電子決済サービス事業（日本）

三菱商事パッケージング各種包装・容器製品グ （日本）

グルメデリカ 米飯・総菜の製造販売（日本）

ライフギアコーポレーション 履物製造（日本）

TOYO TIRE O TYOTOTO タイヤ事業・自動車部品事業（日本）

　コンシューマー産業グループは、リテイル、アパレル・S.P.A.、ヘルスケア、食品流通・
物流、タイヤ等の各領域において、デジタル技術を活用しながら生産者と生活者をつなぐ
ことで、サプライチェーンの最適化と新たな需要創造を推進し、地域社会の持続的発展
とお客さまの利便性向上に取り組んでまいります。

コンシューマー産業グループ
Consumer Industry Group

リテイル本部 ■コンシューマーマーケティング部
小売事業、ポイント・決済関連事業、データマーケティング事業等の推進

アパレル・S.P.A.本部 ■アパレル部　■S.P.A.衣料部
衣料品、服飾・生活雑貨、履物、マーケティングサービス、小売事業

ヘルスケア本部 ■ヘルスケア部
医療機器、医療材料、医薬品、医療機関向けソリューション、福祉用具、介護
事業者向けアプリ、病院向け給食

食品流通・物流本部 ■物流開発部　■食品流通部
総合物流事業、再保険事業、食品代理店事業、卸売事業（加工食品、低温食
品、菓子、酒類）、各種包装・容器製品、デジタル広告販促支援事業、および新
規事業開発

タイヤ部 タイヤ製造・販売（卸売・小売）事業、タイヤ三国間・国内取引

衣料品から服飾・生活雑貨、家具、履物までライフスタイル
全般にわたるサプライチェーンの高度化やデジタル技術を
活用したサービスを提供し、良質な衣料・生活用品を世界
中の生活者に届けるとともに、過剰生産・大量廃棄など無
理・無駄のない持続可能な社会の実現を目指しています。

衣料品、生活・服飾雑貨類製造（日本）
三菱商事ファッション
ライフスタイル分野のファブレスメーカー

国内外の加工食品、冷凍・チルド食品、酒類、菓子などの卸売
を主な事業とし、全国の小売業や外食業など食に関わる取引先
へさまざまな商品をワンストップで提供しています。食品中間
流通業の枠を超え、食の流通を革新することにより、日本の
食文化の豊かさと多様なライフスタイルを支えています。

食品中間流通事業（日本）
三菱食品
国内トップシェアの食品中間流通企業

高齢化の進展やこれに伴う医療費の増大など、医療関連
分野には解決すべき多くの課題があります。エム・シー・ヘ
ルスケアが医療材料等の物品管理／調達支援、共同購入、
医療機器の一括調達／保守サービスを主な事業とし、医
療機関で働く皆さまが、もっと患者さんのために時間を使
えるよう、日々支援しています。また、エム・シー・メディカ
ル、日本メディカルネクストが先端医療機器の輸入販売を
行っています。

病院アウトソース事業・医療材料・機器・医薬品等
販売（日本）

エム・シー・ヘルスケアホールディングス
病院経営のパートナーとして、医療の最前線をサポート
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Boston Energy Trading and MarketingB on Eneon Ener
電力トレーディング・マーケティング事業（米国）電力電力力ト力ト電力電力

NexampNeNe
分散型太陽光発電事業（米国）分分

Transmsmmissionmissiond TranTran n Corpndd TDiamondnd rporpn Corporation（DTn Corpo DTC）DTCimission 事業（英国）送電事電事

HoldiHoldingsHoldiMetito HHo
水事事事 UAE）水事水事水事業（UA水事業（UA

Diamonnd Genend Generating EuratingononDiamonDiamonDDi urope（DGE）Eu ）nerating 電力事 国）電力事業（英国）電力事業（英国）

Bboxx x 源電源事事業（英分散電源散電源 英国）英源事源事源事業源事業（英（英分散分散分分
rouroup oupOVO Grro 電力・ガス小売事業（英国）電電 小売事業（英（英電力・ガス電力力・ガス力・ガスス小売ス小売力力 ））売事業小売事業（

PAguas CAPPPP
水事業（チリ）

2009年に設立したDiamond Generating Asia社は、
三菱商事の東南アジア・大洋州・中東における電力
事業の拠点として、着実な電力需要の伸びを示し
ている同地域での発電事業の拡大を目指していま
す。2022年3月末時点の持分容量は約172万kWです。

Eneco社は、オランダ、ベルギー、ドイツの3カ
国を中心に、再生可能エネルギーを中核とし
た発電事業、電力・ガストレーディング事業、
電力・ガス小売事業、地域熱供給事業を展開
するオランダの総合エネルギー会社です。

Diamond Generating Asia（DGA）（香港）
アジア・大洋州・中東での電力ビジネスを展開

Eneco（オランダ）
欧州で総合エネルギー事業を展開

1999年に設立したDiamond Generating Corporation社は、発電事
業、分散型発電事業、ならびに電力トレーディング事業など、三菱商
事の米州電力事業を統括する会社です。脱炭素社会の実現に向けて
再生可能エネルギーの開発・推進に注力して取り組んでおり、2022年
3月末時点の持分容量は約279万kWです。

Diamond Generating Corporation（DGC）（米国）
米州での電力ビジネスを展開

2018年に商業運転を開始したカタールのガス火力発
電・造水プロジェクトは、25年にわたりカタールの電力・
水供給を行います。三菱商事は、本プロジェクトを通じ
てカタールにおける電力・水の安定供給に貢献するとと
もに、世界各地の電力需要・水需要の増加に対応するべ
く、中東も含めてグローバルに発電・造水事業に取り組
んでまいります。

Umm Al Houl Power（カタール）
カタールでのガス火力発電・造水プロジェクト運転開始

ElectroRoute社は、成熟した欧州エネルギー市場にて、
スポット・先物・国際間取引等のエネルギートレーディン
グ事業、ならびに発電事業者、需要家、電力小売事業者
に対して総合的な電力取引支援サービス事業を行って
おり、電力自由化の進む日本でも事業を展開しています。

ElectroRoute Holdings（アイルランド）
欧州および日本でのエネルギートレーディング、
関連サービスの提供
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MCリテールエナジー「まちエネ」 電力小売事業（日本）
水ing（スイング） 水事業（日本）

　電力ソリューショングループは、「海外電力本部」「エネルギーサービス本部」「ユーティリ
ティーリテイル本部」と「Eneco※室」の3本部1室体制から成り、再生可能エネルギー
を「つくる（発電）」、天候により変動する電気を「整える（需給調整）」、そして整えた電気と
付加価値の高いサービスを「届ける」。これらの電力バリューチェーンの事業を核として、水
事業を含む多様化するユーティリティーニーズに応えるさまざまな取り組みを行っています。
　主な取り組みとしては、社会の脱炭素化に大きく貢献する再生可能エネルギー事業、分
散型太陽光発電等を活用した電力分野における新事業創出、また電動化車両の普及に
欠かすことができないリチウムイオン電池事業に取り組むとともに、その電池を使っての
蓄電事業なども行っています。
再生可能エネルギー等の環境負荷の低い電源とデジタル技術を組み合わせ、電力の安

定供給に貢献するだけでなく、需給調整機能など顧客に対する新たな付加価値の提供
や、次世代燃料として期待される水素事業への取り組みを通じて、持続可能な低・脱炭素
社会構築への貢献と企業価値向上の実現を目指します。
※オランダの総合エネルギー事業会社

電力ソリューショングループ
Power Solution Group

海外電力本部 ●戦略・企画室　■海外ユーティリティー部
海外発電・送電事業、電力トレーディング事業、海外分散電源事業、海外水事
業、水素関連事業

エネルギーサービス本部 ●戦略・企画室　■電池事業部　
国内発電事業、リチウムイオン電池関連事業

ユーティリティー
リテイル本部

●戦略・企画室　■ユーティリティーサービス部　
電力トレーディング事業、電力小売事業、国内水事業

Eneco室 オランダEneco社による電力・ガスのトレーディングおよび小売事業、発電
事業、地域熱供給事業

リチウムエナジージャパン社は、大容量かつ高性能な
リチウムイオン電池の開発・製造・販売事業会社で、
三菱自動車工業のプラグインハイブリッド車「エクリ
プスクロス」に搭載されている他、蓄電用途への活用
が進んでいます。

三菱商事エナジーソリューションズ社は、日本国内に
おいて発電事業の開発・運営を中心に取り組んでお
り、2022年3月末時点の持分容量は約100万kＷです。
脱炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギーを
軸とした発電事業を展開するとともに、産業需要家を
中心としたお客さまのエネルギーコスト削減や脱炭
素化に向けたソリューション提供を進めていきます。

リチウムエナジージャパン（日本）
大容量リチウムイオン電池の製造事業を展開

三菱商事エナジーソリューションズ（日本）
日本での電力ビジネスを展開
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Diamond RRealtyR
Management Amemericame
不動産運用事業（米米国）米

モンティンルパ市
アラバラバンオフィス開発事業ラバアア

産開発不動産開発産開発
（フィリピン）フィフィフィフィ（（

マニラ首都圏オルティガス地区分譲住宅マニラマニラマニラ首都圏オルテマニラ首都圏オルテ

PHirst Park Homes
新興中間層向け住宅開発（フィリピン）

チェンナイ分譲住宅事業チ ンナイ分譲ンナイ分譲住チェチェ 不動産開発（インインド）イン
Cube Highways and InfrastructurCuCuCube HigCube Hig wwabb ure urCC

有料道路運営（インドド）ド

徐州市分譲住宅住宅住宅
常州市分譲住宅 不動産開発（中国）

New Ulaanbaatar International Airport
空港運営（モンゴル）

DIAMOND REALTY INVESTMENTS社は、世界最大
規模の不動産金融市場である米国にて「賃貸住宅」、
「学生向け賃貸住宅」、「物流施設」、「ヘルスケア不
動産」等の開発案件への投資を全米ベースで展開し
ている不動産投資会社です。1990年代初頭から米
国デベロッパーと共に約180件を超えるプロジェクト
（資産規模で100億ドル超）に参画しています。

不動産投資事業（米国）
DIAMOND REALTY INVESTMENTS
豊富な開発実績を誇る不動産投資会社

北米の中堅企業を投資対象とするバイアウト・ファンド
運営会社です。元リップルウッドのファンドマネージャーと
戦略的パートナーである三菱商事グループの実業知
見／業界ネットワーク等を活用することにより、投資先
企業の長期的な企業価値向上を支援しています。

企業投資事業（米国）
One Rock Capital Partners
主に北米地域における中堅企業を対象とした
バイアウト・ファンド運営会社

ジャカルタ郊外のBSD Cityにおいて、シンガポー
ル政府系投資会社テマセク・ホールディングス
子会社と合弁で設立したMitbana社を通じ、現
地の不動産デベロッパー最大手の1社であるシ
ナルマス・ランド社と共同で、100ha超の大規模
都市開発案件に取り組んでいます。

都市開発・都市運営事業（インドネシア）
インドネシアBSD都市開発事業
インドネシア初となる公共交通指向型開発を
コンセプトとしたスマートシティ開発

インドネシア／ベトナムの不動産開発を手掛
ける三菱商事100%出資の事業会社です。今
後、同国の成長に併せ事業規模を拡大してま
いります。

不動産開発事業（インドネシア／ベトナム）
PT Diamond Development 
Indonesia/
MC Urban Development 
Vietnam
インドネシア／ベトナムの不動産開発を
手掛ける事業会社

三菱商事100%出資のASEAN地域のプライベー
トエクイティファンド運営会社です。三菱商事グ
ループが有する幅広い事業ノウハウとネット
ワークを活かし、ASEAN地域の地場優良企業へ
の成長資金の提供を中心に、長期的な企業価
値創造を支援するファンドを運用しています。

企業投資事業（シンガポール）
AIGF Advisors Pte. Ltd.
シンガポールを拠点にASEAN地域の
中堅・中小企業を対象とする
プライベートエクイティファンド運営会社 

三菱商事とシンガポールの設計エンジニアリ
ング会社であるSurbana Jurongとの合弁会社
で、アジア諸国での複合都市開発を推進しま
す。アジア各国で生活ユーティリティインフラ
を整備するとともに、商業施設等の多用途の
施設を複合的に開発し、高機能・魅力的な街づ
くりに取り組みます。

複合都市開発事業（シンガポール）
MITBANA Pte. Ltd.
アジア諸国での複合都市開発を推進
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三菱HCキャピタル リース、割賦販売、ローン・各種ファイナンス等（日本）

横浜赤レンガ 商業施設運営（日本）

三菱オートリース オートリース（日本）

丸の内インフラストラクチャー インフラファンド（日本）
ダブルブリッジ・インフラストラクチャー インフラファンド（日本）

ダイヤモンド・リアルティ・マネジメント 不動産私募ファンド運用事業（日本）

北海道エアポート北北 空港運営（日本）

　複合都市開発グループは都市インフラ、都市開発、アセットファイナンスの３本部体制で
事業を推進しています。
　都市インフラ本部では、都市の基盤となるデータセンター、空港や道路事業等のインフ
ラの開発・運営事業を行っています。これらの事業を通じて、各地域が直面する課題の解決
に貢献し、経済や社会の発展に寄与していきます。
　都市開発本部では、物流施設や商業施設、住宅等の不動産開発を国内、北米、アジアで
行うとともに、アセアンを中心に、利便性と低環境負荷を実現させた高付加価値の複合都
市開発に取り組んでいきます。また、不動産ファンドの組成・運用事業も推進しており、当該
ファンドを通じて保有物件における環境・省エネルギー対策やエネルギー利用の効率化に
も取り組んでいます。
　アセットファイナンス本部では、三菱HCキャピタルを通じたアセットファイナンス等の総
合ファイナンスサービスの提供や、オートリース事業、プライベートエクイティ事業、インフラ
ファンド運営事業を行っています。
　都市化や低環境負荷といった社会・環境ニーズに応え、都市開発、インフラ、アセットファ
イナンスの事業を複合的に組み合わせ、付加価値が高く、規模感のある都市開発事業の確
立を目指し、取り組んでいきます。

複合都市開発グループ
Urban Development Group

都市インフラ本部 ■交通インフラ部　■都市インフラ部
データセンター運営事業、空港・有料道路等交通インフラの開発・運営事業

都市開発本部 ■都市開発部　■アジア不動産開発部　■不動産事業統括部
アセアンを中心とした都市開発事業、物流施設・商業施設・オフィスビル・住宅
等の不動産開発事業、グループ会社を通じた不動産ファンドの組成・運用事業

アセットファイナンス本部 ■企業投資部　■リース事業部　
プライべートエクイティ事業、インフラファンド運営事業、リース事業

福岡エアポートホールディングス、西日本鉄道、
三菱商事、Changi Airports International Pte. Ltd.、
九州電力と福岡県が出資する、空港運営会社です。
福岡空港のターミナルビルや滑走路などの空港関
連施設の拡充、維持管理を含む、同空港の運営（航
空管制など一部業務を除く）を行います。

空港運営（日本）
福岡国際空港
福岡空港の運営事業会社

Photo by JAPC 

土地のポテンシャルを活かした商業施設や物
流施設などの優良な収益不動産の開発や運営、
バリューアップを行っています。また、都市開発
事業にも取り組んでいます。

不動産・都市開発事業（日本）
三菱商事都市開発
国内の不動産・都市開発事業を担う
三菱商事100％出資のデベロッパー

三菱商事とグローバル大手データセンター事業
者であるDigital Realtyとの合弁によるデータセ
ンター企画、開発、運営会社です。既存データセ
ンターの運営に加え、グローバル基準の要求に
も応えられる新規データセンターを開発、運営
していきます。 

データセンター運営事業（日本）
MCデジタル・リアルティ
三菱商事とグローバル大手データセンター
事業者Digital Realtyが各50％出資するDC事業会社

三菱商事と三菱UFJ銀行（MUFG）が共同で設立した、
本邦のプライベートエクイティファンド運営会社で
す。三菱商事グループの実業知見/業界ネットワーク等
と、MUFGの顧客基盤を活かし、本邦の大企業/中堅企
業を対象に、長期的な企業価値向上を支援しています。

投資事例：
食料・雑貨・料飲事業会社

企業投資事業（日本）
丸の内キャピタル
国内中堅・大型企業を対象とした
プライベートエクイティファンド運営会社
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　三菱商事は、創業以来の企業理念である『三綱領』に基づ

き、経済価値・社会価値・環境価値の「三価値同時実現」を実

現すべく、全てのステークホルダーの要請に応えながら、事

業活動を通じてさまざまな社会課題の解決に取り組み、社会

の持続可能な発展、価値創造に貢献してきました。

　「中期経営戦略2024」においても、MC Shared Value

（共創価値）の創出という考え方が掲げられ、社会や産業の

課題解決を通じて企業として成長し続けるという思いと考え

が引き継がれています。　　

　三菱商事は、MC Shared Valueを創出し続けながら、社

会と共に持続可能な成長を実現していきます。

持続可能な
成長に向けた取り組み

Sustainability

三菱商事は持続可能な成長のための経営上の課題とし
て、2016年に「サステナビリティ重要課題」を定めまし
た。その策定から6年が経過し、外部環境の変化ととも
に、解決すべき社会課題も複雑化・多様化してきたこと
から、「中期経営戦略2024」が目指すMC Shared
Value（共創価値）の継続的な創出に向け、当社が事業
活動を通じて解決していく重要な社会課題を「マテリアリ

ティ」として再定義しました。
八つの「マテリアリティ」のうち、事業活動を通じて追求す
る6課題を「カーボンニュートラル社会と物心共に豊かな
生活の実現」、組織運営に関して組織全体で追求する2課
題を「三価値同時実現の基盤となる組織の追求」と総括
し、これら「マテリアリティ」を指針として、引き続き当社の
持続可能な成長に向けた取り組みを強化してまいります。

マテリアリティ

三菱商事は2021年10月に公表した「カーボンニュート
ラル社会へのロードマップ」（ロードマップ）にて、パリ協定
に整合する温室効果ガス（GHG）排出量の中長期の削減目
標として、「2030年度半減（2020年度比）、2050年ネッ
トゼロ」を開示しました。
また、「中期経営戦略2024」では、上記目標の達成に向
け、三菱商事の各事業を気候変動の移行リスク・機会に応
じて分類し、ポートフォリオの脱炭素化と強靭化を両立す
るメカニズムを導入しました。従来より実施してきた「シ
ナリオ分析」に、新たに「トランスフォーム・ディスカッショ

ン」「GHG削減目標を踏まえた投資計画」「新規投資の
脱炭素採算評価」の施策を導入し、エネルギー需要の充
足という使命を果たしながら、パリ協定等で示された国際
的な目標達成に向けて諸施策を推進してまいります。

気候変動への対応

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
と

物
心
共
に
豊
か
な
生
活
の
実
現

三
価
値
同
時
実
現

の
基
盤
と
な
る

組
織
の
追
求

課　題

脱炭素社会への貢献

自然資本の
保全と有効活用

持続可能で安定的な
社会と暮らしの実現

イノベーションを通じた
社会課題の解決

地域課題の解決と
コミュニティとの共生

事業推進における
人権の尊重

多様な人材が未来を創る
活気に満ちた組織の実現

透明性高く柔軟な
組織の実現

概　要

移行期の低・脱炭素化に資する製品・サービスを提供しながら、
温室効果ガスの削減に取り組み、脱炭素社会の実現に貢献します。

地球が最大のステークホルダーであると認識し、生物多様性の維持や自然資本の保全に努めるとともに、
環境への負荷を低減しながらサーキュラーエコノミーの実現に取り組みます。

各国・顧客のニーズに基づく資源・原材料・製品・サービス等の安定供給責任を果たしながら、
さまざまな国・産業における事業を通じ、将来にわたって持続可能な社会と暮らしを実現します。

イノベーションがもたらす産業の大きな変化も取り込みながら、
社会課題の解決に資するビジネスを創出していきます。

各国・地域が直面する課題の解決に事業を通じて貢献し、経済や社会の発展に寄与するとともに、
多様なステークホルダー、地域・コミュニティとの共生・共創を図ります。

さまざまな国で多様な事業を推進する上で携わる全てのステークホルダーの人権を尊重し、
各国の情勢も踏まえながら、バリューチェーン上の課題解決を追求します。

人材が最大の資産である事業特性を踏まえ、組織全体で三価値同時実現の原動力となる多彩で多才な人材
を育成し、また多様な人材が価値観を共有し、つながりながら切磋琢磨し成長できる組織の実現に取り組みます。

事業環境の変化に迅速に対応しながら、連結・グローバルベースで実効性のあるガバナンスを実現し、
透明性と柔軟性を備えた健全な組織の維持・強化に努めます。

事業分類
気候変動の移行リスク・機会が大きい事業を「●グリーン」
（再エネ、グリーン水素など）「●トランスフォーム」（天
然ガス、原料炭など）として抽出

取り組みの
メカニズム

●●1.5℃シナリオ分析
● トランスフォーム・ディスカッション
●●GHG削減目標を踏まえた投資計画
●●新規投資の脱炭素採算評価
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　三菱商事は、「三綱領」を企業理念とし、公明正大を旨とする企業活動を

通じ、継続的に企業価値の向上を図るとともに、物心ともに豊かな社会の実

現に貢献することが、株主の皆さまやお客さまをはじめとする全てのステー

クホルダーのご期待に応えるものと認識しています。

　この実現のため、経営の健全性、透明性、効率性を確保する基盤として、

コーポレート・ガバナンスの継続的強化を経営上の重要課題としており、監

査役制度を基礎として、独立役員の要件を満たす社外取締役・社外監査役

の選任や社外役員・社外委員を過半数とする取締役会の諮問機関の設置な

どにより、経営監督機能を強化するとともに、執行役員制度の導入等による

意思決定や業務執行の迅速化・効率化を図るなど、実効性のあるコーポレー

ト・ガバナンス体制の構築に努めています。

　また、法令・定款に適合し、適正かつ効率的な業務遂行を通じた企業価値

の向上を図るために、「コンプライアンス」「財務報告」「監査、モニタリング」

「情報の管理・保存」「リスク管理」「効率的な職務遂行」「連結経営におけ

る業務の適正確保」「監査役」などの内部統制システムの継続的な改善・

強化に努めています。

コーポレート・ガバナンス、
内部統制システム
Corporate Governance and 

Internal Control System

選任・解任、報酬（枠）の決定

執行役員の
選任・監督

報告

監査 会計監査

監査・
報告

選任・解任、報酬（枠）の決定 選任・解任

諮問

提言

監査役・監査役会

株主総会

業務執行体制

取締役会

社長室会（経営意思決定機関）

会計監査人

国際
諮問委員会

社内取締役　6名
社外取締役　5名

社内委員 3名
社外委員 5名

海外委員 6名
国内委員 5名

常勤監査役（社内）　2名
社外監査役　　　　3名

❶法令・定款に定
める取締役会決議
事項／経営に関す
る重要事項の付議
❷業務執行の報告

左記❶以外
の事項に係る
権限委譲

監査役、監査部、会計
監査人は相互に連携

ガバナンス・
指名・報酬
委員会

監査部社長

委員の構成（2022年7月1日現在）
■社外委員（5名） 
齋木 昭隆（社外取締役）
立岡 恒良（社外取締役）
宮永 俊一（社外取締役）
秋山 咲恵（社外取締役）
鷺谷 万里（社外取締役）

■社内役員（3名）
垣内 威彦※（取締役会長）
中西 勝也（取締役 社長）
平野 肇（常勤監査役）

※は委員長

（注）撮影時のみマスクを外し、席間を十分に確保した上で、撮影を実施しております。

※は委員長

■国内委員（5名） 
垣内 威彦※（取締役会長）
中西 勝也（取締役 社長）
平井 康光（取締役 常務執行役員）
齋木 昭隆（社外取締役）
立岡 恒良（社外取締役）

■海外委員（6名） 
リチャード・アーミテージ大使（元米国国務副長官（米国））
ジョセフ・S・ナイ（ハーバード大学特別功労教授（米国））
ラタン・N・タタ（タタ・トラスツ会長（インド））
ジョージ・ヤオ（ケリー・ロジスティクス元会長（シンガポール））
ナイル・フィッツジェラルド・KBE
（ユニリーバ元会長（アイルランド））

ハイメ・アウグスト・ゾーベル・デ・アヤラⅡ　
（アヤラコーポレーション会長（フィリピン））

委員の構成（2022年6月末現在）

ガバナンス・指名・報酬委員会

国際諮問委員会
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　三菱商事は、企業理念である「三綱領」に基づき、「企業行動指針」や

｢三菱商事役職員行動規範」をはじめとする各社内規程を制定し、全役職員

の義務としてコンプライアンスを最優先に営業活動に取り組んでいます。コン

プライアンス・オフィサー制度を導入し、各部門・グループにコンプライアンス・

オフィサーを置いて、日常業務におけるコンプライアンスを実践しています。

　毎年「三菱商事役職員行動規範」に関連した事例演習を交えたeラーニン

グの実施に加え、全役職員から規範遵守の誓約書を取り付けており、国内外

の子会社・関連会社にも展開しています。さらに、コンプライアンス関連セ

ミナーの実施、身近に起こり得る事例を題材に職場単位で話し合うコンプラ

イアンス・ディスカッションの実施、Q&A形式のハンドブックの配布など、各種

施策を連結ベースで行っています。これにより、三菱商事全役職員はもとよ

り、子会社・関連会社の社員一人ひとりに至るまでコンプライアンス知識と意

識の浸透・徹底を図っています。また､2019年度より、チーフ・コンプライアン

ス・オフィサーは、コンプライアンス委員会の委員長に加え、安全保障貿易管

理委員会と貿易手続管理委員会の委員長も務め、トレード・コンプライアンス

を含むコンプライアンスの一元管理を行う体制としています。

　全役職員を挙げてのコンプライアンス活動は、あらゆる企業活動の前提となる

ものであり、連結ベースでの企業価値向上を実現するための最重要施策の一つ

と捉え、今後もコンプライアンス施策のさらなる充実・強化を図っていきます。

コンプライアンス
Compliance

通
報

監査

監
査
役

報告指揮・命令

報告・相談指揮・命令

通報

報告・相談指揮・命令

三菱商事

子会社･関連会社

任命

任命

通報

通報

報告・相談指揮・命令

報告・相談

（対象：あらかじめ登録された国内子会社）

チーフ・コンプライアンス・オフィサー

社　長

グループCEO
内部通報制度

コンプライアンス目安箱

監査部かんさ･ほっとライン

社外弁護士目安箱

グループ・
コンプライアンス・
オフィサー

コンプライアンス委員会
委員長：チーフ・コンプライアンス・オフィサー

事務局：法務部コンプライアンス総括室

組織（場所・本部・部・BUなど）の長

報告・相談

コンプライアンス・オフィサー上　長

社　員

三菱商事グループ弁護士目安箱

（
対
象
：
三
菱
商
事・国
内
外
子
会
社
か
ら
の
独
禁
法・贈
収
賄
規
制
の
違
反
を
受
付
）

グ
ロ
ー
バ
ル
な
内
部
通
報
制
度（
L
U
K
S
）

通報

報告

報
告・相
談

社　員
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　三菱商事は、「インクルーシブ社会の実現」「次世代の育

成・自立」「環境の保全」の三つの軸に沿った活動、および

「災害支援（東日本大震災復興支援を含む）」を実施して

います。世界各地の社員が自発的に参加して汗を流すとと

もに、継続して活動に取り組むことを重視しています。

　三菱商事の企業文化には、社是である「三綱領」を拠り

所に、真に豊かな社会の実現を目指して、地域社会や国際

社会と共に発展していこうという思いが深く根を下ろして

います。1973年には、「企業は社会の一員として社会貢献

事業を積極的に行うべきで、そのための経費は企業が社会

で存続するための社会的経費（ソーシャルコスト）として、

利益を得る前に負担しなければならない」という認識の下、

「社会環境室」が設立されました。以来私たちは、より豊

かな社会づくりに貢献すべく、自ら考え実践する社会貢献

活動を推進しています。

社会貢献活動
CSR

三菱商事の社会貢献活動の詳細については、
ホームページをご覧ください。

三菱商事は、誰もが生き生きと活躍できる社会を目指して
います。多様な生き方が存在する今、それぞれを尊重し共
生できる世の中になるよう、活動を続けていきます。

かけがえのない地球環境を未来へと伝え、人と自然が調和
した豊かな社会を実現するため、三菱商事は地球環境の保
全に取り組んでいきます。

私たちの未来を担う次世代を育成し、その成長と自立を
支え促進するため、三菱商事では教育、研究、能力開発の
支援等に積極的に取り組んでいきます。

三菱商事は、災害時の緊急支援活動および被災地の復興
支援に取り組んでいます。被災地のニーズに寄り添いなが
ら、社会の一員としての役割を果たしていきます。

● 母と子の自然教室（1974～）
● 博物館・美術館プログラム（2005～）
● DREAM AS ONE.（2014～）
● 中国パラスポーツ振興プロジェクト（2015～）
● 子どもの貧困支援（2020～）等

主な活動

主な活動

主な活動

主な活動
● 熱帯林再生プロジェクト（1990～）
● サンゴ礁保全プロジェクト（2005～）
●「彌太郎の森」国内森林保全プロジェクト（2009～）
● Natural Climate Solutions（2022～）等

● 東日本大震災復興支援（2011~）
● 義援金・支援金による緊急支援
● 社員による被災地でのボランティア活動

● 三菱商事留学生奨学金（1991～）
● MC International Scholarship（2000～）
● 三菱商事アート・ゲート・プログラム（2008～）
● 三菱商事高校生海外留学奨学金（2019～）
● 三菱商事科学技術学生奨学金（2021～）等

1. インクルーシブ社会の実現

母と子の自然教室 DREAM AS ONE.（パラスポーツ支援）

2. 次世代の育成・自立

MC International Scholarship 三菱商事アート・ゲート・プログラム

3. 環境の保全

熱帯林再生プロジェクト サンゴ礁保全プロジェクト

災害支援

ふくしまワイナリープロジェクト
（東日本大震災復興支援）

被災地でのボランティア活動
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三菱商事株式会社および連結子会社 
（単位：億円） （単位：億円）

連結経営成績［IFRS］

収益 147,797 128,845 172,648

売上総利益 17,891 16,051 21,508

当期純利益（当社の所有者に帰属） 5,354 1,726 9,375

希薄化後1株当たり当期純利益（円） 347.71 116.57 625.73

ROE（％） 9.8 3.2 15.0

ROA（％） 3.0 0.9 4.6

連結財政状態［IFRS］

資産合計 180,334 186,350 219,120

当社の所有者に帰属する持分 52,274 56,136 68,802

1株当たり当社所有者帰属持分（円） 3,521.30 3,803.01 4,659.68

キャッシュ・フロー

営業キャッシュ・フロー 8,497 10,176 10,558

投資キャッシュ・フロー ▲5,007 ▲3,573 ▲1,676

フリーキャッシュ・フロー 3,490 6,603 8,882配当の状況

1株当たり配当金（年間・円） 132 134 150

配当性向（%） 38 115 24

2021年度 2021年度2020年度 2020年度2019年度 2019年度

セグメント情報（2021年度の業績）[IFRS]

※ 当期純利益は、非支配持分を除く、当社の所有者に帰属する当期純利益の金額を記載しています。
※ 2019年度の資産合計には、企業結合に係る暫定的な金額の確定に伴う修正を遡及的に反映しています。

天然ガスグループ 総合素材グループ 石油・化学ソリューショングループ 金属資源グループ 産業インフラグループ

当 期 純 利 益 1,051億円 368億円 403億円 4,207億円 173億円

資 産 合 計 20,160億円 13,550億円 12,430億円 45,547億円 11,299億円

従 業 員 693人 10,043人 3,955人 819人 9,086人

自動車・モビリティグループ 食品産業グループ コンシューマー産業グループ 電力ソリューショングループ 複合都市開発グループ

当 期 純 利 益 1,068億円 793億円 210億円 505億円 400億円

資 産 合 計 16,993億円 19,686億円 39,303億円 26,501億円 11,362億円

従 業 員 6,511人 23,056人 18,659人 4,419人 622人

財務ハイライト Financial Highlights
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※ 当期純利益は、非支配持分を除く、当社の所有者に帰属する当期純利益の金額を記載しています。
※ 2019年度の資産合計には、企業結合に係る暫定的な金額の確定に伴う修正を遡及的に反映しています。

収益 売上総利益 当期純利益とROE 希薄化後1株当たり当期純利益

キャッシュ・フロー1株当たり配当金と配当性向資産合計と当社の所有者に帰属する持分
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（％）

営業キャッシュ・フロー 投資キャッシュ・フロー資産合計 当社の所有者に帰属する持分

2019年度 2019年度 2019年度 2020年度 2019年度 2020年度

2019年度 2020年度2019年度 2020年度

当期純利益 ROE

フリーキャッシュ・フロー
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1株当たり配当金 配当性向
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※会社法第2条第15号に定める社外取締役を示しています。
また、㈱東京証券取引所が定める独立役員として指定しています。

※※会社法第2条第16号に定める社外監査役を示しています。
また、㈱東京証券取引所が定める独立役員として指定しています。

平野  肇
常勤監査役

垣内  威彦
取締役会長

中西  勝也
代表取締役 社長

田中  格知
取締役 常務執行役員

柏木  豊
代表取締役 常務執行役員

野内  雄三
代表取締役 常務執行役員

平井  康光
代表取締役 常務執行役員

取締役

監査役

役員 Management （2022年7月1日現在）

齋木  昭隆※

社外取締役
立岡  恒良※

社外取締役
宮永  俊一※

社外取締役
秋山  咲恵※

社外取締役
鷺谷  万里※

社外取締役

佐藤  りえ子※※

社外監査役
中尾  健※※

社外監査役
小木曾  麻里※※

社外監査役
鴨脚  光眞
常勤監査役
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コーポレートデータ

三菱商事ウェブサイト

ＭＣライブラリー

社名
三菱商事株式会社（証券コード：8058）

創立
1954年7月1日（設立 1950年4月1日）

資本金
204,446,667,326円
　
発行済株式総数
1,485,723,351株

上場証券取引所
東京

本店所在地
三菱商事ビルディング
〒100-8086 東京都千代田区丸の内二丁目3番1号
（登記上の住所）
丸の内パークビルディング
〒100-8086 東京都千代田区丸の内二丁目6番1号

従業員数
連結 80,728名（三菱商事単体および連結子会社従業員数）
単体  5,571名
※連結従業員数は就業人員数を記載しています。

三菱商事の事業活動や環境・CSR、投資家情
報、採用情報など詳しくはウェブサイトをご参
照ください。

「会社紹介ビデオ」をはじめ、社会貢献活動
や歴史、広告など、さまざまなコンテンツを掲
載しています。

https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/mclibrary

https://www.mitsubishicorp.com

Corporate Data

執行役員

（2022年3月31日現在）

※の執行役員は
取締役を兼務しています。

社長

中西  勝也※

常務執行役員

田中  格知※

金属資源グループCEO、
EXタスクフォースリーダー

高岡  英則
北米三菱商事会社社長

塚本  光太郎
総合素材グループCEO

西澤  淳
天然ガスグループCEO

三枝  則生
食品産業グループCEO

松永  愛一郎
電力ソリューショングループCEO

平井  康光※

コーポレート担当役員（地域戦略）、
チーフ・コンプライアンス・
オフィサー、緊急危機対策本部長

竹内  修身
石油・化学ソリューショングループ
CEO

柏木  豊※

コーポレート担当役員
（IT、CAO、広報、サステナビリ
ティ・CSR）

菊地  清貴
コンシューマー産業グループ
CEO
兼 リテイル本部長

久我  卓也
複合都市開発グループCEO

若林  茂
自動車・モビリティグループCEO

野内  雄三※

コーポレート担当役員（CFO）

太田  光治
産業インフラグループCEO
兼 プラントエンジニアリング
本部長

執行役員

羽場  広樹
次世代燃料・石油事業本部長

世利  耕一
金属資源トレーディング本部長

川上  泰弘
Cermaq Group AS 出向
（Chair of the Board）

太田  健司
ドゥバイ支店長

齊藤  勝
天然ガスグループ
CEO オフィス室長
兼 北米本部長

大河原  誠
財務部長

荻久保  直志
複合都市開発グループ
CEO オフィス室長

野島  嘉之
総務部長

高田  明彦
欧州三菱商事会社社長
兼 ロンドン支店長

河手  哲雄
人事部長

近藤  恭哉
いすゞ 事業本部長

朝倉  康之
電力ソリューショングループ 
CEOオフィス室長
兼 ユーティリティーリテイル本部長

今村  功
㈱メタルワン出向
（代表取締役社長執行役員 
兼 CEO）

羽地  貞彦
Mitsubishi Development Pty 
Ltd 出向
（Managing Director & CEO）

篠原  徹也
地域戦略部長

近藤  祥太
経営企画部長

小山  聡史
金属資源本部長
兼 MDP 事業部長

前川  敏章
自動車事業本部長

堀  秀行
食品産業グループ
CEO オフィス室長

大野  浩司
鉄鋼製品本部長

鈴木  明文
グローバルマーケティング本部長

舩山  徹 
コーポレート担当役員（国内開発）
兼 関西支社長

山名  一彰 
事業投資総括部長

小林  健司 
アセットファイナンス本部長

馬場  重郎 
総合素材グループCEOオフィス
（特命担当）

津輕  亮介 
アジア・パシフィック本部長

山口  研 
食品化学本部長

佐藤  聡 
産業機械本部長

藤村  武宏 
監査部長

岡藤  裕治 
エネルギーサービス本部長 兼  
三菱商事エナジーソリューションズ㈱
出向（代表取締役社長）

平栗 拓也
CDO 兼 産業DX部門長 
兼 サービスDX部長
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